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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　周囲空間よりも低い抵抗の電磁気流路を提供するように、周囲空間の透磁率より実質的
に高い透磁率を有する電磁気シールドと、
　前記電磁気シールドに近接して配置され、又は配置可能な磁界源であって、該磁界源は
前記シールドの少なくとも一部を選択的に実質的に飽和させるのに十分な強度を有する磁
界を発生し、それによって前記電磁気シールドが周囲空間より低い抵抗の電磁気流路をも
はや提供しないように、前記電磁気シールドの前記透磁率を選択的に減少させる、磁界源
と、
　を備え、
　前記電磁気シールドは、無線電源の電磁転送面と実質的に同一の広がりを有するように
構成される、
　電磁気シールドシステム。
【請求項２】
　前記磁界源は、前記電磁気シールドを実質的に飽和させるのに十分な強度のＤＣ磁界を
選択的に発生するように選択的に作用させることができる電磁石である、請求項１に記載
のシステム。
【請求項３】
　前記磁界源は前記電磁気シールドに隣接する、パターンで配置された複数の電磁石を含
み、該電磁石は前記電磁気シールドの種々の領域を選択的に飽和させるように選択的に動
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作できる、請求項２に記載のシステム。
【請求項４】
　前記磁界源は、前記電磁気シールドの近傍に着脱可能に配置できる永久磁石である、請
求項１に記載のシステム。
【請求項５】
　前記磁界源は、遠隔装置が搭載する磁石であって、前記電磁気シールドに隣接する遠隔
装置の配置が、前記磁石が前記電磁気シールドを実質的に飽和させる結果となる、請求項
１に記載のシステム。
【請求項６】
　前記磁界源は、前記磁界の強度を選択的に変化させることができる、請求項１に記載の
システム。
【請求項７】
　前記磁界源は、前記シールドの一部だけを選択的に実質的に飽和させるのに十分な強度
のＤＣ磁界を発生させるように選択される、請求項１に記載のシステム。
【請求項８】
　前記磁界源は、前記シールドに隣接する、パターンで配置された複数の個別に動作可能
な電磁石を含み、該電磁石は前記シールド内に１又は複数の局所開口部を生成するように
、単独で又は一緒に、選択的に動作可能である、請求項１に記載のシステム。
【請求項９】
　前記シールドと分離された補助シールドを更に含む、請求項１に記載のシステム。
【請求項１０】
　前記補助シールドは、前記磁界内にあるとき、実質的に不飽和のままであることができ
る材料でできている、請求項９に記載のシステム。
【請求項１１】
　前記電磁気シールドは、可とう性合成フェライトでできている、請求項１に記載のシス
テム。
【請求項１２】
　電磁界を発生できる電磁界発生器と、
　前記電磁界を受信できる電磁界受信器と、
　前記電磁界発生器と前記受信器との間に配置された電磁気シールドであって、前記電磁
界受信器に届く前記電磁界の能力を選択的に実質的に減少させることができる電磁気シー
ルドと、
　前記電磁界の実質的により大きな部分が前記電磁気シールドを通過して前記電磁界受信
器に届くことができるように、前記電磁気シールドの少なくとも一部を選択的に飽和させ
るように選択的に動作可能なＤＣ磁界源と、
　を備える電磁転送システム。
【請求項１３】
　前記磁界源は、前記電磁気シールドに近接して配置された電磁石を含み、該電磁石は、
前記電磁気シールドの少なくとも一部を実質的に飽和させるのに十分な強度の磁界を選択
的に発生させるように選択的に活性化される、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１４】
　前記電磁界受信器は遠隔装置に搭載され、
　いつ前記遠隔装置が前記電磁気シールドに隣接して置かれたかを判定する回路と、該判
定に応じて前記電磁石を活性化する回路と、を更に含む、請求項１３に記載のシステム。
【請求項１５】
　前記磁界源は前記電磁気シールドと分離されており、該電磁気シールドに隣接して着脱
可能に配置可能である、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１６】
　前記磁界源は永久磁石を含む、請求項１５に記載のシステム。
【請求項１７】
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　前記電磁界受信器及び前記磁界源は遠隔装置に搭載され、前記電磁気シールドに隣接し
て遠隔装置を配置することが、前記電磁気シールドの少なくとも一部を飽和させるように
前記磁界源を配置し、前記電磁界が前記電磁気シールドの前記飽和した部分を通過する前
記電磁界を受信するように前記電磁界受信器を配置する、請求項１２に記載のシステム。
【請求項１８】
　前記磁界源は永久磁石を含む、請求項１７に記載のシステム。
【請求項１９】
　前記電磁界発生器は、無線で電力を転送するために電磁界を発生する、請求項１２に記
載のシステム。
【請求項２０】
　前記電磁界発生器は、前記電磁界受信器を着脱可能に置くことができる転送面に隣接し
て配置され、前記電磁気シールドは前記電磁界発生器と前記転送面との間に配置される、
請求項１９に記載のシステム。
【請求項２１】
　前記電磁界発生器は、電力及び通信のうち少なくとも一つを無線で転送するために電磁
界を発生する、請求項１２に記載のシステム。
【請求項２２】
　前記ＤＣ磁界源は、該ＤＣ磁界源によって発生される磁界の強度を選択的に変化できる
、請求項１２に記載のシステム。
【請求項２３】
　前記電磁気シールドは、可とう性合成フェライトでできている、請求項２２に記載のシ
ステム。
【請求項２４】
　前記電磁気シールドは、高透磁率の第１領域と、低透磁率の第２領域と、前記第１領域
と前記第２領域との間の遷移領域とを有する透磁率曲線を有する軟磁性材料でできており
、前記ＤＣ磁界源は、前記シールドを前記第１領域から前記第２領域へ遷移させるように
選択された磁界強度を有する、請求項１２に記載のシステム。
【請求項２５】
　前記磁界源は、前記電磁気シールドに隣接する、パターンで配置された複数の電磁石を
含み、該電磁石はそれぞれ、前記電磁気シールドの隣接部分を実質的に飽和させるのに十
分な強度の磁界を選択的に発生させるように選択的に動作可能であり、前記電磁石は、前
記シールドを貫通する領域化された開口部を選択的に生成するように個別に作用させるこ
とができる、請求項１２に記載のシステム。
【請求項２６】
　前記電磁界発生器は複数の１次コイルを含み、
　前記ＤＣ磁界源は複数の電磁石を含む、請求項１２に記載のシステム。
【請求項２７】
　前記電磁界発生器は、複数の前記電磁界受信器を同時に受容するのに十分なサイズの転
送面に隣接して配置され、前記電磁気シールドは前記電磁界発生器と前記転送面との間に
配置され、前記電磁界発生器は、前記電磁界を前記転送面上の任意の場所に配置された電
磁界受信器に放出することができる、請求項１２に記載のシステム。
【請求項２８】
　電磁界を発生することができる電磁界源を備える無線電源と、
　前記無線電源と分離しており、前記電磁界源に隣接して選択的に置くことができる遠隔
装置と、
　前記電磁界源と前記遠隔装置との間に配置された電磁気シールドであって、前記電磁界
源から前記遠隔装置への前記電磁界の有意な部分の透過を阻止するのに十分な透磁率を有
する、電磁気シールドと、
　前記電磁気シールドの少なくとも一領域を実質的に飽和させ、前記電磁界の実質的によ
り大きな部分が、前記飽和した領域を通して前記電磁界源から前記遠隔装置へ透過するこ
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とができるように選択的に動作可能な磁界源と、
　を備える無線電力システム。
【請求項２９】
　前記電磁界源は、１次コイルと、電磁界を発生させるために、前記１次コイルに電力を
印加するドライバと、を含む、請求項２８に記載のシステム。
【請求項３０】
　前記１次コイルに隣接して配置された電力転送面を更に含む、請求項２９の記載のシス
テム。
【請求項３１】
　前記電磁気シールドは、前記１次コイルと前記電力転送面との間の前記無線電源に組み
込まれている、請求項３０に記載のシステム。
【請求項３２】
　前記磁界源は前記遠隔装置に搭載され、前記遠隔装置を前記電力転送面の上に置くこと
が、前記磁界源を前記電磁気シールドの少なくとも一部を実質的に飽和させる位置に配置
する、請求項３１に記載のシステム。
【請求項３３】
　前記磁界源は１又は複数の電磁石を含む、請求項３２に記載のシステム。
【請求項３４】
　前記磁界源は１又は複数の永久磁石を含む、請求項３２に記載のシステム。
【請求項３５】
　前記１又は複数の永久磁石は、前記電磁界が前記遠隔装置に届くことができる適切なサ
イズ及び形状の開口部を前記電磁気シールド内に開くように選択される、請求項３４に記
載のシステム。
【請求項３６】
　前記磁界源は前記電磁気シールドに隣接する、パターンで配置された複数の電磁石を含
み、該電磁石はそれぞれ、前記電磁気シールドの隣接部分を実質的に飽和させるのに十分
な強度の磁界を選択的に発生させるように選択的に動作可能であり、前記電磁石は、前記
シールドを貫通する領域化された開口部を選択的に生成するように個別に作用させること
ができる、請求項３１に記載のシステム。
【請求項３７】
　前記電磁界源は複数の１次コイルを含み、
　前記磁界源は複数の電磁石を含む、請求項２８に記載のシステム。
【請求項３８】
　前記磁界源は、該磁界源によって発生される磁界の強度を選択的に変化できる、請求項
２８に記載のシステム。
【請求項３９】
　前記電磁気シールドは、高透磁率の第１領域と、低透磁率の第２領域と、前記第１領域
と前記第２領域との間の遷移領域とを有する透磁率曲線を有する軟磁性材料でできており
、前記磁界源は、前記シールドを前記第１領域から前記第２領域へ遷移させるように選択
された磁界強度を有する、請求項２８に記載のシステム。
【請求項４０】
　内部空間を規定する車両車体であって、前記内部空間を該内部空間の外で発生した外部
電磁界から遮蔽するように構成された電磁気シールドを含む車体と、
　前記内部空間内に配置された電磁界受信器であって、前記外部電磁界を受信するように
構成された受信器と、
　前記外部電磁界の実質的な部分が、前記車両車体を通過して前記内部空間に入り、前記
電磁界受信器によって受信されるように、前記電磁気シールドの少なくとも一部を飽和さ
せるように選択的に動作できる磁界源と、
　を備えるシステム。
【請求項４１】
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　電磁界源であって、無線電力及び無線通信のうち少なくとも一つを転送するために電磁
界を送信することができる電磁界源と、
　前記電磁界源に隣接して配置された電力転送面であって、１又は複数の遠隔装置を着脱
可能に受容することができ、前記遠隔装置はそれぞれ電磁界受信器を含む、電力転送面と
、
　前記電磁界源と、前記電力転送面との間に配置された電磁気シールドと、
　前記電磁界源に隣接して配置された補助シールドと、
　前記補助シールドを実質的に飽和させることなく、前記電磁気シールドの少なくとも一
部を選択的に実質的に飽和させるように構成された磁界源であって、前記磁界源の作用に
よって前記電磁界の実質的により多くが前記電磁気シールドの前記飽和部分を通過すると
共に、前記補助シールドが前記電磁界を含み続け、前記補助シールドが前記磁界源によっ
て実質的に変化しない、磁界源と、
　を備えた電磁界転送システム。
【請求項４２】
　前記補助シールド及び前記電磁気シールドが協同して前記電磁界源を実質的に包囲し、
前記電磁気シールドが不飽和のとき、前記電磁界は前記補助シールド及び前記電磁気シー
ルド内に実質的に含まれる、請求項４１に記載のシステム。
【請求項４３】
　前記磁界源は前記電磁気シールドに対して配置された電磁石を含み、該電磁石は、前記
電磁気シールドの少なくとも一部を実質的に飽和させるのに十分な強度の磁界を選択的に
発生させるように、選択的に作用させられる、請求項４２に記載のシステム。
【請求項４４】
　前記磁界源は前記電磁気シールドと分離されており、前記電磁気シールドに隣接して着
脱可能に置くことができる、請求項４１に記載のシステム。
【請求項４５】
　前記磁界源は遠隔装置に搭載され、該遠隔装置を前記電磁気シールドに隣接して配置す
ることが、前記磁界源を前記電磁気シールドの少なくとも一部を飽和させるように配置し
、前記電磁界受信器を前記電磁気シールドの前記飽和部分を通過する前記電磁界を受信す
るように配置する、請求項４４に記載のシステム。
【請求項４６】
　前記磁界源は永久磁石を含む、請求項４５に記載のシステム。
【請求項４７】
　前記磁界源は電磁石を含む請求項４５に記載のシステム。
【請求項４８】
　前記電磁気シールドは可とう性合成フェライトでできている、請求項４２に記載のシス
テム。
【請求項４９】
　前記電磁気シールドは、高透磁率の第１領域と、低透磁率の第２領域と、前記第１領域
と前記第２領域との間の遷移領域とを有する透磁率曲線を有する軟磁性材料でできており
、前記磁界源は、前記電磁気シールドを前記第１領域から前記第２領域へ遷移させるよう
に選択された磁界強度を有する、請求項４２に記載のシステム。
【請求項５０】
　前記磁界源は、前記電磁気シールドに隣接する、パターンで配置された複数の電磁石を
含み、該電磁石はそれぞれ、前記電磁気シールドの隣接部分を実質的に飽和させるのに十
分な強度の磁界を選択的に発生させるように選択的に動作可能であり、前記電磁石は、前
記シールドを貫通する領域化された開口部を選択的に生成するように個別に作用させるこ
とができる、請求項４２に記載のシステム。
【請求項５１】
　前記電磁界源は複数の１次コイルを含み、
　前記磁界源は複数の電磁石を含み、該電磁石はそれぞれ、前記１次コイルのうち一つと
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一意に関係し、前記電磁石のうち一つを使用することが、前記１次コイルのうち対応する
一つに隣接する前記電磁気シールドを貫通する開口部を発生させ、前記対応する１次コイ
ルと遠隔装置との間の結合の効率を選択的に増加させる、請求項４２に記載のシステム。
【請求項５２】
　前記電力転送面は複数の前記遠隔装置を同時に受容するのに十分なサイズであり、前記
電磁界源は、前記電磁界を前記電力転送面上の任意の場所に配置された電磁遠隔装置に放
出することができ、前記磁界源は前記電磁気シールドの一部だけを飽和させることができ
る、請求項４２に記載のシステム。
【請求項５３】
　外部電磁界源によって発生させた電磁界を受信するように構成された電磁受信器と、
　前記受信器を実質的に包囲するシールドであって、前記電磁受信器と外部電磁界源との
結合の効率を実質的に減少させるのに十分な透磁率を有するシールドと、を備え、
　前記シールドの少なくとも第１部分は、高透磁率の第１領域と、低透磁率の第２領域と
、前記第１領域と前記第２領域との間の遷移領域とを有する透磁率曲線を有する軟磁性材
料でできており、前記材料は、適切な強度のＤＣ磁界によって、前記第１領域から前記第
２領域へ容易に遷移する、電磁受信システム。
【請求項５４】
　前記シールドは、前記第１部分を実質的に飽和させるのに適切な強度のＤＣ磁界におい
て不飽和であり続けることができる材料でできた第２部分を含む、請求項５３に記載のシ
ステム。
【請求項５５】
　前記シールドの前記第２部分を実質的に飽和させることなく、前記シールドの前記第１
部分の少なくとも一領域を実質的に飽和させるのに十分な強度のＤＣ磁界を選択的に発生
することができる電磁石を更に含む、請求項５４に記載のシステム。
【請求項５６】
　独立して動作可能な複数の電磁石を更に含み、該電磁石はそれぞれ、前記シールドの前
記第２部分を実質的に飽和させることなく、前記シールドの前記第１部分の隣接領域を実
質的に飽和させるのに十分な強度のＤＣ磁界を選択的に発生することができる、請求項５
４に記載のシステム。
【請求項５７】
　前記シールドの前記第１部分は可とう性合成フェライトでできている、請求項５４に記
載のシステム。
【請求項５８】
　前記電磁受信器は外部電磁界から無線電力を受信することができ、
　前記無線電力によって電力供給できる電子負荷を更に含む、請求項５４に記載のシステ
ム。
【請求項５９】
　前記電磁受信器は外部電磁界から無線通信を受信することができ、
　前記無線通信を利用することができる電子負荷を更に含む、請求項５４に記載のシステ
ム。
【請求項６０】
　前記電磁受信器は外部電磁界から無線電力及び無線通信を受信することができ、
　前記無線電力によって電力供給され、前記無線通信を利用することができる電気負荷を
更に含む、請求項５４に記載のシステム。
【請求項６１】
　電磁界経路用のスイッチであって、
　電磁界を選択的に発生することができる電磁界発生器と、
　前記電磁界発生器に隣接して配置された電磁界受信器と、
　前記発生器及び前記受信器の間に配置された電磁気シールドと、
　前記電磁気シールドに近接して配置された選択的磁界源であって、前記電磁気シールド
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の少なくとも一部を、飽和状態と不飽和状態とに遷移させるのに十分な強度の磁界を選択
的に発生することができ、前記飽和状態は、該飽和状態が前記電磁界発生器と前記電磁界
受信器との間の結合を、前記不飽和状態よりも実質的に大きくできることを特徴とする、
選択的磁界源と、
　を備えるスイッチ。
【請求項６２】
　前記磁界源は電磁石である、請求項６１に記載のスイッチ。
【請求項６３】
　前記電磁界発生器は１次コイル及び該１次コイルに電力を供給する回路を含み、該１次
コイルは時変電磁界を発生する、請求項６２に記載のスイッチ。
【請求項６４】
　前記電磁界受信器は２次コイルを含む、請求項６３に記載のスイッチ。
【請求項６５】
　前記電磁気シールドは、高透磁率の第１領域と、低透磁率の第２領域と、前記第１領域
と前記第２領域との間の遷移領域とを有する透磁率曲線を有する材料でできており、前記
選択的磁界源は、前記電磁気シールドを前記第１領域から前記第２領域へ遷移させるよう
に選択された磁界強度を有する磁界を選択的に生成できる、請求項６４に記載のスイッチ
。
【請求項６６】
　前記材料は軟磁性材料である、請求項６５に記載のスイッチ。
【請求項６７】
　前記電磁気シールド材料は、前記不飽和状態において、前記電磁界の有意な部分を前記
電磁界発生器に戻す磁束ガイドとして機能する材料でできている、請求項６４に記載のス
イッチ。
【請求項６８】
　選択的シールドの方法であって、
　電磁界発生器を提供するステップと、
　飽和状態と不飽和状態との間を選択的に遷移することができる電磁気シールドを提供す
るステップと、
　前記電磁気シールドの少なくとも一つの部分を前記不飽和状態から前記飽和状態へ遷移
させるのに十分な強度のＤＣ磁界を発生することができるＤＣ磁界源を提供するステップ
と、
　前記電磁界発生器及び電磁界受信器の間に前記シールドを配置するステップと、
　電磁界を発生させるために前記電磁界発生器を運転するステップと、
　前記電磁気シールドの少なくとも一部を選択的に前記飽和状態に遷移させ、前記シール
ドが前記飽和状態にあるとき、前記不飽和状態にあるときよりも前記電磁界の実質的によ
り多くの部分が前記電磁界受信器に届くことができるようにするために、前記ＤＣ磁界源
で前記シールドの少なくとも一部を選択的に飽和させるステップと、
　を有する方法。
【請求項６９】
　前記選択的に飽和させるステップは、前記シールドに隣接して永久磁石を配置するステ
ップとして更に規定される、請求項６８に記載の方法。
【請求項７０】
　前記選択的に飽和させるステップは、前記ＤＣ磁界を発生させるために前記シールドに
近接して配置された電磁石を運転するステップとして更に規定される、請求項６８に記載
の方法。
【請求項７１】
　前記配置するステップは、前記電磁界発生器と転送面との間に前記シールドを配置する
ステップとして更に規定され、
　前記転送面上に前記電磁界受信器を含む遠隔装置を置くステップを更に含む、請求項６
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８に記載の方法。
【請求項７２】
　前記ＤＣ磁界源は永久磁石であり、
　前記選択的に飽和させるステップは、前記シールドに隣接して前記永久磁石を配置する
ステップを含む、請求項６８に記載の方法。
【請求項７３】
　前記永久磁石は遠隔装置に搭載され、
　前記選択的に飽和させるステップは、前記遠隔装置を前記シールドに隣接して配置する
ステップを含む、請求項７２に記載の方法。
【請求項７４】
　前記電磁界発生器は複数の１次コイルであり、
　前記電磁界発生器を運転するステップは、前記複数の１次コイルの少なくとも一つを運
転するステップを含む、請求項６８に記載の方法。
【請求項７５】
　前記選択的に飽和させるステップは、前記少なくとも一つの運転される１次コイルに近
接する領域内の前記シールドを飽和させるステップとして更に規定される、請求項７４に
記載の方法。
【請求項７６】
　前記運転するステップは、無線で電力を転送するために電磁界を生成するように前記電
磁界発生器を運転するステップを含む、請求項６８に記載の方法。
【請求項７７】
　前記運転するステップは、無線で通信を転送するために電磁界を生成するように前記電
磁界発生器を運転するステップを含む、請求項６８に記載の方法。
【請求項７８】
　前記運転するステップは、無線で電力を転送し、無線で通信を転送するために電磁界を
生成するように前記電磁界発生器を運転するステップを含む、請求項６８に記載の方法。
【請求項７９】
　高透磁率の第１領域と、低透磁率の第２領域と、前記第１領域と前記第２領域との間の
遷移領域とを有する透磁率曲線を有する軟磁性材料で前記シールドを製造するステップを
更に含み、前記ＤＣ磁界源は、前記電磁気シールドを前記第１領域から前記第２領域へ遷
移させるように選択された磁界強度を有する、請求項６８に記載の方法。
【請求項８０】
　前記軟磁性材料は可とう性合成フェライトである、請求項７９に記載の方法。
【請求項８１】
　前記電磁気シールドの飽和度を選択的に変化させるために、前記ＤＣ磁界源によって発
生されたＤＣ磁界の強度を選択的に変化させるステップを更に含む、請求項６８に記載の
方法。
【請求項８２】
　電磁界を発生できる電磁界源を備えた無線電源であって、電力転送面を有する無線電源
と、
　前記電磁界源と前記電力転送面との間に、前記電磁界源に隣接して配置された電磁気シ
ールドであって、前記電磁界源から前記電力転送面へ前記電磁界の有意な部分が通過する
ことを防ぐのに十分な透磁率を有する、電磁気シールドと、
　無線電源と分離され、前記電力転送面上に選択的に配置することができる複数の遠隔装
置であって、該遠隔装置はそれぞれ、前記電磁気シールドの少なくとも一領域を実質的に
飽和させることができる磁界源を含み、前記電磁界の実質的により多くの部分が、前記飽
和した領域を通じて前記電磁界源から前記遠隔装置へ前記電磁気シールドを通過できるよ
うにする、遠隔装置と、
　を備える無線電力転送システム。
【請求項８３】
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　前記磁界源は可変強度磁界源である、請求項８２に記載のシステム。
【請求項８４】
　前記磁界源は調整可能強度を有する電磁石である、請求項８２に記載のシステム。
【請求項８５】
　前記遠隔装置はそれぞれ、受信電力感知器と、該受信電力感知器の出力に応じて前記強
度を調整する磁界強度制御システムとを含む、請求項８４に記載のシステム。
【請求項８６】
　前記受信電力感知器は、電流感知器及び電圧感知器のうち少なくとも一つを含む、請求
項８５に記載のシステム。
【請求項８７】
　前記磁界強度制御システムは、前記電磁石と結合した制御された電流源を含む、請求項
８６に記載のシステム。
【請求項８８】
　前記磁界強度制御システムは、前記制御された電流源と結合されて、前記受信電力感知
器及び所望の受信電力に応じて、前記制御された電流源の出力レベルを制御する、請求項
８７に記載のシステム。
【請求項８９】
　前記遠隔装置はそれぞれ、電力要求条件を前記無線電源に伝える通信回路を含み、
　前記無線電源は、前記遠隔装置それぞれから前記電力要求条件を受信する通信回路と、
前記遠隔装置それぞれからの前記受信した電力要求条件に応じて、前記無線電源の出力を
制御する電力出力制御器と、を含む、請求項８２に記載のシステム。
【請求項９０】
　前記無線電源は、前記遠隔装置から通信を受信する通信回路と、前記遠隔装置から受信
した前記通信に応じて、出力電力を制御する電力出力制御器と、を含む、請求項８２に記
載のシステム。
【請求項９１】
　前記磁界源は調整可能強度を有する電磁石であり、
　前記遠隔装置のうち少なくとも一つは、前記電磁石が最大強度であり、前記遠隔装置が
十分な電力を受電していないとき、前記無線電源に通信を送信するように構成される、請
求項９０に記載のシステム。
【請求項９２】
　前記転送面は複数の遠隔装置を同時に受容することができ、前記無線電源は１を超える
遠隔装置に同時に無線で電力を転送でき、
　前記磁界源は可変強度を有する磁界源であり、前記遠隔装置はそれぞれ受信電力感知器
と、前記受信電力感知器の出力に応じて、前記強度を調整する磁界強度調整システムと、
を含み、前記遠隔装置はそれぞれ、前記無線電源から受電した電力量を個別に制御するこ
とができる、請求項８２に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は電磁気シールドに関し，より特定すれば，電磁気シールドに選択的制御を提供
するシステム及び方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年，商用及び家庭双方の環境において無線電力転送システムを実現しようとする努力
が広がっている。無線電力システムは，携帯電話機，メディアプレーヤ，無線電話機，Ｐ
ＤＡのような携帯型電子機器だけでなく，装置，工具及び電気自動車のような高電力装置
も含む広範な電気駆動装置用の電源・充電コードを除去することを約束する。効率の良い
誘導電力転送は，伝統的な有線又は接触型の送電に関係するいくつかの課題を解決するこ
とができるため，科学的興味が増加する領域になってきた。課題は，腐食，機械的摩擦，
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じょう乱並びに水中及び地下のような場所における非実用性を含むが，それに限定されな
い。この無線エネルギ転送は，電磁的誘導，回路周波数共振の最適化によって改善され，
すべて高度電力用電子回路によって達成される。この技術の構成要素の一つは，入射電磁
界が，その電磁界を周囲に非効率的に放散することなく電力に変換される，正確な位置に
正確に届けられることである。誘導無線電力転送システムは，電線又は如何なる直接電気
接触も必要とせずに，電磁界を用いて電力を電源から遠隔装置へ転送する。電磁界の性質
を仮定し，多くの従来型無線電力システムは，無線電源と遠隔装置との比較的精密な整列
によって性能を改善する。このことは，遠隔装置が特定の位置又は特定の場所から比較的
短い距離の中に置かれる無線電力転送システムの開発につながった。例えば，電力転送の
際に，無線電源（例えば，１次部）と遠隔装置（例えば，２次部）とが対面関係で共通の
中心を有して整列しているとき，無線電源及び遠隔装置内の平行な平面らせんコイルを用
いることは既知である。この種のシステムにおいては，１次部と２次部とは通常類似のサ
イズである。いくつかの既知のソリューションにおいては，無線電源は筐体又はドック内
にあり，可搬型装置が特定の目標位置及び特定の方向に置かれるように強制するシグネチ
ャ面を有する。この種のシステムは効率の良い電力転送を提供するが，いくつかの応用に
おいては求められるかも知れない所望量の位置自由度を欠いている。
【０００３】
　電源・充電コードを除去することは，それ自体，重要かつ意味深い利点であるが，無線
電源と遠隔装置との間の精密な整列の必要性が減少又は除去されるならば，無線電力転送
はより魅力的になる。利用者の観点からすれば，可搬型装置を充電面の境界内で無作為な
位置及び無作為な方向に置くことができることが望ましいかも知れない。目標範囲が２次
装置より十分に大きく，特定の配置及び方向をなくすことができれば，利用者にとっては
更に望ましいかも知れない。この点に留意して，遠隔装置と無線電力転送装置との整列に
おいて空間的自由度を提供するいくつかの無線電力転送システムが開発された。例えば，
大きな１次コイルの直径内に配置された，１又は複数のより小さな２次コイルに電力を転
送するために大きな１次コイルを用いることは既知である。大きな１次コイルは空間的自
由度を増すが，浮遊電磁界を増加させ，寄生損失を劇的に増加させることがある。充電面
内の大きなコイルによって，コイルは充電面全体に浮遊電磁界を放出することがある。浮
遊電磁界は，無線電源の十分近傍に置かれたほかの金属物体だけでなく，充電面に置かれ
た遠隔装置内の金属とも反応することがある。例えば，浮遊電磁界は遠隔装置内の金属を
加熱させ，そのため遠隔装置を加熱させることがある。別の例として，浮遊電磁界は，無
線電源の近傍に置かれた鍵，貨幣又はほかの金属物体を加熱させることがある。浮遊電磁
界の影響に一定の制限を提供するために，電源及び／又は遠隔装置は電磁界の形状を指示
することができる追加の磁束ガイド材料を有してもよい。これらの材料は，遠隔装置内外
の金属に電磁界が影響することを制限するように配置することができる。例として，磁束
ガイド材料はコイルと電池又は印刷回路基板との間に配置して，電池又は印刷回路基板に
対する磁界の影響を減少・除去することができる。
【０００４】
　空間自由度を増加させる別の従来の選択肢は，可搬型装置と自己整列するために，充電
面の後，下又は上を移動する誘導コイルを使用することである。これらのソリューション
においては，コイルは，磁力若しくは動力化機構によって自動的に移動させてもよいし，
又は手動調整若しくは機構によって移動させてもよい。この種のシステムは，著しく費用
を増加させ，信頼性の問題を生じさせることがある，比較的複雑な機械及び／又は電気機
械システムを含むことがある。例えば，機械的アセンブリは移動する部分を必要とし，純
粋に電気的なシステムに比べてより故障しやすい。磁力に基づくシステムは，誘引磁石の
強度及び１次部を移動させるために必要な応力の量によって変化する，移動範囲の制限が
あり得る。費用及び信頼性の問題に加えて，動力化システムは１次部が適切な位置に移動
するための時間を必要とする。手動調整システムは人の介入が必要であり，したがって，
遠隔装置が広い範囲に無作為に配置され，忘れられたとき，思ったほど便利ではない。
【０００５】
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　別の従来型システムにおいては，充電面の後，下又は上にあるコイルの配列を用いて，
位置自由度が達成される。これらの配列は，複数の装置を隣り合わせで充電できるように
配置された２又は複数の１次コイルを有する充電パッドのような固定，個別の充電位置を
含んでもよい。配列の別の実施例においては，充電器上の２次装置の個別位置を少なくで
きるように重複する多層コイルがあってもよい。配列型システムは複数のコイルを必要と
し，したがって実現がより高価になり得る。このシステムはまた，配列内のどのコイルを
励磁するかを決定し，遠隔装置に電力を供給するために，コイルを適切な構成に選択的に
切り替えるための追加の電子的ハードウェアのような比較的複雑な制御手段を必要とする
ことがある。
【０００６】
　便利な可搬型装置に対する消費者の益々増加する要求に応える必要性は，精密結合誘導
電力転送の可能性を開拓する強力な駆動力である。この技術の基本思想は，種々の公刊物
に詳細に説明されている。しかし，ほとんどの送電パッドの場合のように，誘導電力転送
のために磁束を正確に放出する問題に不適切な議論が向けられてきたと考えられる。この
問題のいくつかは，空間的自由度（すなわち，電力転送面又は送電パッド上の種々の位置
で受電できること）の問題及び電磁界放散（すなわち，磁束が磁束受容システムに十分限
定され，環境に著しく転送されないことを確実にすること）の問題として説明される。こ
れらは本技術に対するいくつかの重要な領域であり，干渉と，寄生加熱と，規制放出限度
との問題を与える。
【０００７】
　この電磁界放散問題は伝統的に，不活性期間中は送電を停止する電力電子工学を用いて
処理されてきたが，この技術でさえも，通信回路が存在することによって放散される残留
電力を有する。さらに，単一コイル送電システムを含む技法は一般に，同時に複数の装置
に電力供給をしない小面積の送電パッドにだけ適用できる。大面積充電システム（複数の
遠隔装置への電力放出）の場合，電磁界放散の問題は，複数受信器伝達を扱う文献におい
て，ほとんど議論されてこなかった。これは，一つの遠隔装置を除去することによって特
定の位置で回路を停止させることが，別の遠隔装置の電力も奪うためである。逆に，電子
工学アルゴリズムが，１又は複数の装置が充電されている場合，一つの位置でシステムの
停止を含まないときは，周囲への磁界放散の問題が反対の効果を伴って生じることがある
。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は，選択的に制御できる電磁気シールドを提供する。一つの実施例においては，
本発明は電磁気シールドと，シールド内に選択的に開口部を生成する機構とを提供する。
シールド内に選択的に開口部を生成する機構は，シールドの全体又は一部を十分に飽和さ
せ，それによって本質的に一時的にシールド特性を除去するに十分な強度の磁界を生成し
磁界源であってよい。例えば，永久磁石又はＤＣ電磁石を用いて，選択的にシールドを飽
和させてもよい。不飽和状態においては，磁気シールドは高透磁率を有し，電磁界を自身
の中に引き寄せて，磁界の磁束経路として機能する。実効上，シールドは磁界のほとんど
の流れがシールド内を通るように向け，シールドの一方の側から他方へ通過する磁界は劇
的に減少する。シールドが（外部磁界の存在によって）飽和すると，シールドの透磁率は
著しく減少し，磁力線はもはや同程度にはシールド内に引き寄せられない。その結果，シ
ールドが飽和すると，飽和領域におけるシールドの効果は減少し，十分に多くの電磁界が
，磁石によって飽和させられた領域において，シールドを通過するか，シールドを迂回し
て流れる。
【０００９】
　一つの実施例においては，局所飽和を用いてシールド内に領域分割された開口部を提供
してもよい。例えば，電磁界が主に選択された領域内に侵入することが望ましいときは，
シールドの一部だけを飽和させることが有利なことがある。
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【００１０】
　本発明は，無線電源がシールド材料を通して遠隔装置に電力を送電できるようにするた
め，無線電力システムに組み込んでもよい。シールド材料の層を１次部と２次部との間に
配置して，１次部が生成した磁界をガイドしてもよい。シールドが飽和していないときは
，シールドはほとんどの磁界を自身の中に引き寄せ，１次部に戻る磁力線の経路を提供す
る。シールド材料は，磁界を材料又は材料のある領域に加えることによって選択的に飽和
させられて材料の透磁率を変化させ，それによって磁力線がもはや，飽和領域においてシ
ールド材料内に入らないようにする。その代わり，磁界はほとんど自由に，飽和領域にお
いて，無線電源から遠隔装置へ流れる。
【００１１】
　一つの実施例においては，遠隔装置は永久磁石のような１又は複数の磁石を含み，遠隔
装置が無線電源の充電面に置かれたとき，当該磁石の近傍のシールド材料を飽和させて，
磁界がシールド材料を通過して遠隔装置へ届くようにする開口部を生成する。磁石は，磁
界が遠隔装置の２次部へ通過できるように適切なサイズ及び位置の開口部を開き，一方で
はシールドのほかの領域では浮遊電磁界を制限するように，遠隔装置内に選択され，配置
される。例えば，磁石の数，サイズ，形状及び材料特性は，開口部の特性を制御するよう
に選択してもよい。一つの実施例においては，シールド材料を飽和させるのに十分な強度
を有する１又は複数の永久磁石がある。別の実施例においては，磁石は１又は複数のＤＣ
電磁石であって，所望であれば，シールド材料を選択的に飽和させるために，選択的に励
磁できる電磁石であってよい。
【００１２】
　一つの実施例においては，無線電源は１又は複数の電磁石であって，所望であれば，シ
ールド内に開口部を生成するために選択的に用いることができる電磁石であってよい。一
つの実施例においては，１又は複数の電磁石はＤＣ電磁石である。無線電源は，充電面に
いつ，どこに遠隔装置が置かれるかを決定する回路を備えてもよい。また，磁界が効率よ
く１又は複数の遠隔装置と結合し，一方では充電面のほかの領域においてほとんど電磁界
を阻止することができるように，適切なＤＣ電磁石を活性化する回路も含んでよい。例え
ば，無線電源は，充電面に置かれた遠隔装置の位置の近傍にある１又は複数のＤＣ電磁石
を用いて，遠隔装置の位置だけ，シールドを通して開口部をあけるようにしてもよい。
【００１３】
　一つの実施例においては，補助シールドと組み合わせて選択的に制御できる磁界を用い
てもよい。一つの実施例においては，無線電源は，充電面に対向する１次部に隣接して配
置された補助シールドを含む。補助シールドは例えば，無線電源の電子回路及び無線電源
の外側の高損失材料への磁界の流れを制限することを支援してもよい。補助シールドは，
選択的に制御可能な磁気シールド内に開口部を開くために用いられる磁界によって飽和し
ないように構成してもよい。この構成は，材料の選択，材料の厚み，アセンブリ内のシー
ルドの幾何学的配置，及びほかの要因によって達成してもよい。結果として，補助シール
ドは開口部が開いているときでも，効果的なシールドであり続けることができる。
【００１４】
　類似して，遠隔装置が補助シールドを含んでもよく，補助シールドは遠隔装置の２次部
と電子回路との間に配置してもよい。補助シールドは，遠隔装置の電子回路及び遠隔装置
の外側の要素への磁界の流れを制限することを支援してもよい。遠隔装置の補助シールド
は，選択的に制御可能な磁気シールドに開口部を開くために用いられる磁界によって飽和
しないように構成してもよい。この構成は，材料の選択，材料の厚み，アセンブリ内のシ
ールドの幾何学的配置，及びほかの要因によって達成してもよい。結果として，遠隔装置
の補助シールドは開口部が開いているときでも，効果的なシールドであり続けることがで
きる。
【００１５】
　一つの実施例においては，無線電源は磁界によって覆われる大きな楕円形コイルを含む
。この実施例においては，１又は複数の遠隔装置は楕円形コイルに沿った本質的に任意の
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場所に置くことができ，シールドはその選択された位置において飽和し，１次コイルによ
って発生された磁界が遠隔装置内の２次コイルと結合するようにシールドをより容易に通
過できるようにする。例えば，各遠隔装置は，磁気シールドの適切な領域を飽和させるの
に十分な強度の，永久磁石のような磁石を有してもよい。別の例としては，無線電源は１
次コイルの長手方向に沿って配置された例えばＤＣ電磁石である複数の電磁石を含んでも
よい。適切な電磁石を活性化させて，遠隔装置に隣接するシールド内に開口部を開き，一
方でシールドの不飽和領域が磁界の流れをほとんど阻止し続けることができるようにして
もよい。
【００１６】
　一つの実施例においては，無線電源は磁気シールドによって覆われた１次コイルの配列
を含む。この実施例においては，１又は複数の遠隔装置はコイルの配列の上の本質的に任
意の位置に置くことができる。無線電源はすべてのコイルに同時に電力供給してもよいし
，配列の上に置かれた遠隔装置に隣接するコイル（又は複数のコイル）だけに電力を供給
するように構成してもよい。シールドは遠隔装置それぞれに隣接して飽和し，下にある１
次コイルによって発生された磁界が，遠隔装置内の２次コイルと効率よく結合できるよう
にする。例えば，遠隔装置はそれぞれ，シールドの領域を飽和させるのに十分な強度の，
例えば永久磁石である磁石を有してもよい。別の例として，無線電源は１次コイルの配列
（例えば，各コイルと関係する１又は複数の電磁石）内に，又は隣接して配置された，Ｄ
Ｃ電磁石のような複数の電磁石を含んでもよい。適切な電磁石は，遠隔装置に隣接するシ
ールド内に開口部を開くために活性化することができる。
【００１７】
　本発明は，無線電力及び無線通信のような電磁界を，消費者電子装置，計算機，イヤホ
ン，電気機器，電動工具，車両（例えば，乗用車，商用車及び軍用車）及び軍事用装置に
伝達することに関係する応用を含む，広範な応用に用いることができる。無線電力転送に
おいては，本発明は，電力転送／充電の際に遠隔装置を置く位置に関する広範な自由度を
有する大きな充電面を提供する。例えば，選択的に制御できるシールドを用いて，広い面
上で誘導無線電力転送のような磁界伝達を収束させ，制御することができる。充電器の表
面に選択的な磁性開口部を備えることによって，単一の大きな１次コイルを用いて，寄生
損失を制限しつつ，１又は複数の２次コイルに伝達することができる。局所化された飽和
を組み込んだ実施例は，意図した場所（例えば，シールドが適切に飽和している領域）を
除いて，ほとんど磁界を阻止する。局所化された飽和を組み込んだ実施例の一つの利点は
，開口部から離れた充電面に置かれた高損失物体が，通常は標準パッド又は電磁界領域に
対して通常そうであるように，材料的に寄生損失に影響しないように，開口部から離れた
充電面に置くことができるようにしたことである。選択的に制御できるシールドを補助シ
ールドと結合させる実施例においては，本発明は，装置（又は装置の一部）を完全にシー
ルドし，一方同時に，磁界を通過させることが望ましいとき及び場所でシールド内の窓が
選択的に開くようにできる能力を提供する。ご高察のとおり，いくつかの実施例において
は，本発明は，二つの主要な関心事，すなわち，空間自由度及び磁界放散を取扱い，制御
でき，一方でシールド（例えば，磁性フェライト磁束ガイド）の選択的飽和を用いること
によって，実質的に，受信器（例えば２次コイル）が必要とする特定の場所（例えば，送
信器パッド上の領域）だけに送電ができる機構を提供することができる。このシールドは
，過剰な磁束が周囲に放散されないように保護することによって磁束シールドとして作用
すると共に，磁束漏洩を制限し，電力転送効率を向上させる磁束ガイドとして作用するこ
とができる。
【００１８】
　本発明のこれら及びほかの目的，利点及び特徴は，現実施例の説明及び図面を参照する
ことによってより十分に理解し，認識されるであろう。
【００１９】
　本発明の実施例を詳細に説明する前に，本発明は以降の説明で述べられるか，又は図面
に示された詳細な動作又は構成要素の詳細な構成及び配置に限定されないことを理解され
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たい。本発明は，種々のほかの実施形態で実現してもよいし，ここで明確に開示していな
い代替方法で実践又は実行してもよい。また，ここで用いる表現及び用語は説明のための
ものであって，制限としてとらえることは望ましくないことを理解されたい。「含む（ｉ
ｎｃｌｕｄｉｎｇ）」及び「有する（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」の用語並びにその変形物
は，その後に掲げる項目及びその均等物，並びにその追加項目及び均等物を包含すること
を意味する。さらに，種々の実施例の説明において列挙を用いることがある。別途明確に
言及しない限り，列挙の使用が，本発明を構成要素のいかなる特定の順序又は数に限定す
ると捉えることは望ましくない。また，列挙の使用は，本発明の範囲から，列挙されたス
テップ若しくは構成要素と組み合わせ，又は組み込んでもよい如何なる追加のステップ又
は構成要素も除外しないと捉えることが望ましい。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明の実施例による無線電源システムのブロック図である。
【図２】図１の無線電源システムの一部の底面透視図である。
【図３】図１の無線電源システムの一部の上面透視図である。
【図４】隠れた２次構成要素を強調した，図１の無線電源システムの一部の上面透視図で
ある。
【図５】隠れた１次コイルを強調した，図１の無線電源システムの一部の上面透視図であ
る。
【図６】図１の無線電源システムの一部の側面図である。
【図７】磁気シールドがない場合及びある場合の磁界の比較を示す概略図である。
【図８】１次コイルによって生成された磁力線に対して，１次補助磁束収束器及び中間シ
ールドが及ぼす影響を示す図である。
【図９】不飽和磁気シールド及び飽和領域を有する磁気シールドに関する磁界の比較を示
す，図７に類似の概略図である。
【図１０】可搬型装置内の永久磁石が中間シールドに及ぼす効果であって，１次コイルに
よって生成される磁力線が通過できるようにする効果を表す図である。
【図１１】中間シールドがないときの磁力線を表す図である。
【図１２】種々の強磁性材料の磁化曲線を示すグラフである。
【図１３】材料に対する磁化力の変化に応じた磁束密度の変化を示す例示グラフである。
【図１４Ａ】一組の室内実験において用いられた１次コイルを示す図である。
【図１４Ｂ】上記室内実験において用いられた２次コイルを示す図である。
【図１５】中間シールドに関する一組の室内実験において検討された材料の表である。
【図１６Ａ】一組の室内実験において用いられた永久磁石の種々の構成を示す図である。
【図１６Ｂ】一組の室内実験において用いられた永久磁石の種々の構成を示す図である。
【図１６Ｃ】一組の室内実験において用いられた永久磁石の種々の構成を示す図である。
【図１６Ｄ】一組の室内実験において用いられた永久磁石の種々の構成を示す図である。
【図１６Ｅ】一組の室内実験において用いられた永久磁石の種々の構成を示す図である。
【図１６Ｆ】一組の室内実験において用いられた永久磁石の種々の構成を示す図である。
【図１６Ｇ】一組の室内実験において用いられた永久磁石の種々の構成を示す図である。
【図１６Ｈ】一組の室内実験において用いられた永久磁石の種々の構成を示す図である。
【図１７Ａ】永久磁石によって開かれた開口部を通した電力の領域分けした転送を説明す
る実験データを示す図である。
【図１７Ｂ】永久磁石によって開かれた開口部を通した電力の領域分けした転送を説明す
る実験データを示す図である。
【図１７Ｃ】永久磁石によって開かれた開口部を通した電力の領域分けした転送を説明す
る実験データを示す図である。
【図１７Ｄ】永久磁石によって開かれた開口部を通した電力の領域分けした転送を説明す
る実験データを示す図である。
【図１７Ｅ】永久磁石によって開かれた開口部を通した電力の領域分けした転送を説明す
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る実験データを示す図である。
【図１７Ｆ】永久磁石によって開かれた開口部を通した電力の領域分けした転送を説明す
る実験データを示す図である。
【図１８Ａ】開いた開口部と閉じた表面を比較した，電力転送及び効率の概要を示す図で
ある。
【図１８Ｂ】開いた開口部と閉じた表面を比較した，電力転送及び効率の要約を示す図で
ある。
【図１９】本発明の代替実施例のブロック図である。
【図２０】図１９の代替実施例の無線電源の一部の上面透視図である。
【図２１】図１９の代替実施例の無線電源の一部の破断透視図である。
【図２２】１次コイル配列を含む代替実施例の透視図である。
【図２３】図２２の代替実施例の側面図である。
【図２４】遠隔装置内に中間シールドを有する代替実施例のブロック図である。
【図２５】無線電源及び遠隔装置が共振コイルを含む代替実施例のブロック図である。
【図２６】遠隔装置内に磁石を有する楕円形コイルを含む代替実施例を示す図である。
【図２７】無線電源内に楕円形１次コイル及び電磁石を含む代替実施例を示す図である。
【図２８】無線電源及び遠隔装置が共振コイルを含む代替実施例のブロック図である。
【図２９Ａ】無線電源を示す図である。
【図２９Ｂ】無線電源を示す図である。
【図３０Ａ】無線電源を示す図である。
【図３０Ｂ】無線電源を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　本発明の実施例を組み込んだ無線電源システムが図１に示されている。無線電源システ
ム１０は概略，無線電源１２及び遠隔装置１４を含む。この実施例の無線電源１２は，１
次コイル１６と，１次ドライバ１８と，中間磁気シールド２０と，を含む。使用中，１次
ドライバ１８は交番信号を１次コイル１６に印加して磁界を生成する。この実施例の遠隔
装置１４は，電子負荷２２と，２次コイル２４と，永久磁石２６と，を含む。適切な磁界
があるとき，２次コイル２４に電流が誘起され，電子負荷２２に電力を供給する。誘起さ
れた電力は，遠隔装置１４を充電し，及び／又は遠隔装置１４に直接電力供給するために
用いることができる。図示した中間シールド２０は，シールド内に開口部を提供するため
に，磁界によって選択的に飽和させることができる。不飽和状態においては，中間シール
ド２０は高透磁率を有し，したがって，磁界のほとんどを自身の中に引き込み，磁力線の
経路を提供する。この状態において，中間シールド２０は当該中間シールド２０を通過し
，遠隔装置１４に届くか，又は浮遊磁界となるかも知れない磁界の量を劇的に減少させる
。飽和したとき，シールド２０の影響を受けた領域は大幅に減少した透磁率を有し，した
がって，自身の中に引き込まれる電磁力線は大幅に少なくなる。このことは，磁界が飽和
領域においてほとんど磁気シールドを通過して，遠隔装置と効率よく結合できるようにす
る。結果として，本発明は，無線電力転送において，とりわけ，浮遊磁界を制限し，シー
ルドの効果を，磁界が遠隔装置に流れることが望ましい領域だけにシールドの効果を選択
的に限定することによって，損失を減少させるために用いることができる中間シールドを
提供する。
【００２２】
　開示のために，本発明は主に，特定の無線電源及び特定の遠隔装置について説明する。
しかしながら，本発明は，無線電源システムのみならず，ここで説明する特定の無線電源
及び遠隔装置と共に用いることに限定されない。むしろ，本発明は，選択的に制御できる
磁気シールドによって恩恵を受ける本質的に任意の応用に組み込んでよい。
【００２３】
　「上面」，「底面」，「上方」，「下方」，「上」，「下」，「内側」，「内側に」，
「外側」，「外側に」のような方向に関する用語は，図に示した実施例の方向に基づいて
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本発明の説明を支援するために用いられる。方向に関する用語の使用は，本発明を如何な
る特定の方向の実装に限定すると解釈することは望ましくない。
【００２４】
　本発明は，（単に「磁気」シールドと呼ばれることもある）電磁気シールドの使用を伴
う。図７は，磁界の磁力線の流路を提供するために，どのように磁気シールドが用いられ
るかを示している。左の図は，電気が流れ，磁界を発生するコイルの周りの磁力線の形状
を概略示している。右の図は，コイルの上の磁気シールドを含む，類似の表現を含む。こ
の図は，磁気シールドがどのように磁力線を自身の中に引き込み，磁束のほとんどに対し
てガイドとして機能するかを表している。この図はまた，必ずしもすべての磁力線がシー
ルド材料内に含まれる訳ではないことを示している。磁束の流路を提供することによって
，シールドは，シールドの上の領域に侵入する磁界の量を劇的に減少させることができる
。
【００２５】
　本発明において磁気シールドとして使用するのに適していることが証明された，いくつ
かの材料は，一定の軟磁性材料を含む。軟磁性材料は，磁化することができるが，外部磁
界が存在しないと磁化されたままにならないものである。これらの材料は微小永久磁石と
して作用する磁性領域と呼ばれる顕微領域からなる。外部磁界が当該材料に印加される前
は，領域は無作為な方向を向いている。これらの微小磁界は無作為な方向を指し，互いに
打ち消しあう。したがって，材料は全体として正味磁界を有しない。外部磁界Ｈが材料に
印加されたとき，外部磁界は材料に侵入して領域を整列させ，その微小磁界が転回して外
部磁界に平行に整列するようにし，合わさって材料から延長する大きな磁界を生成する。
これを磁化と呼ぶ。外部磁界が強ければ強いほど，より領域は整列する。十分に大きな数
の領域が並んだとき，飽和が起こり，印加される磁界の更なる増加が大量の更なる領域の
整列を起こさせない。この説明は単純化された理由を示す。より完全な説明は，強磁性に
関する教科書及びその他を参照されたい。
【００２６】
　良い磁性コア材料（例えば，磁束用の経路を提供することを意図した材料）は，高透磁
率を有することが望ましい。材料の実効透磁率は通常，印加された磁界によって変化し，
印加された磁界が飽和磁束密度に近づくと減少する。図１２は９個の強磁性材料の磁化曲
線を示している。これらの曲線は，１．薄鋼板，２．ケイ素鋼，３．鋳鋼，４．タングス
テン鋼，５．磁石鋼，６．鋳鉄，７．ニッケル，８．コバルト，９．マグネタイトの磁化
曲線を示している。この曲線は，磁界強度（Ｈ）と磁束密度（Ｂ）との関係を示している
。したがって，これらの曲線は種々の強度の磁界に応じて材料内に生じた磁束を示してい
る。磁界強度と磁束密度との関係は一般に非線形であり，曲線に沿って非常に劇的に変化
することがある。増加する磁界強度が材料の飽和に近づくと，曲線は次第に平坦になり，
これは，磁界強度の増加が磁束密度の限定された増加に過ぎないか，又は更なる増加がな
いことになることを表す。任意の与えられた点における曲線の傾斜は，当該特定の磁界強
度における材料の透磁率を表す。図１２に示した値は近似であり，示された磁界において
だけ有効である。さらに，値はゼロ周波数に対して与えられたものであり，実際には透磁
率は一般に周波数の関数である。周波数を考慮したとき，透磁率は，同相及び位相はずれ
の応答に対応する複素数であり得る。磁気定数μ０は，アンペールの法則がその値を正確
に４π×１０－７Ｈ／ｍに固定しているため，ＳＩ単位の正確な値を有する（すなわち，
その値に不確定性はない）ことに注意されたい。既知の最高透磁率を有すると考えられる
材料は，Ｍｅｔｇｌａｓ（登録商標）磁性合金２７１４Ａ（コバルト主体）（図１２の曲
線９を参照）であり，高周波焼きなまし透磁率１,000,000（最大ＤＣ透磁率（μ））を有
する。水素焼きなまし（純鉄，Ｎ５等級）は透磁率160,000（μ）を有するが，非常に高
価である。
【００２７】
　図１２に示す曲線は，磁界強度が増加したときに生じることがある磁束密度の変化を概
略表す点で，幾分不完全である。ほとんどの軟磁性材料について，曲線は，磁界強度が同
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一の値の組を通って減少したとき，幾分異なる線をたどるであろう。これは，一般に「磁
気ヒステリシス」と呼ばれる現象の結果である。図１３は，典型的な軟磁性材料のヒステ
リシス曲線を表すグラフである。このグラフは，ｘ軸に沿った磁化力と，ｙ軸に沿った磁
束密度とを示している点で，図１２に類似している。磁化力をシステムに加えた効果を表
すために，領域Ａ及びＢが図１３に追加されている。領域Ａは，磁化力が領域Ａの左端か
ら領域Ａの右端まで変化したときのシステムの範囲を表している。図示したとおり，曲線
の傾斜（例えば，材料の透磁率）はこの範囲を通じて高く止まる。領域Ｂは，同一のシス
テムが追加の磁化力の影響下に置かれたときに，システムの動作範囲を表している。例え
ば，特定の値を有する永久磁石が材料に影響するように置かれたとき，永久磁石は動作範
囲をヒステリシス曲線の情報に偏らせる。（この図に示すとおり）材料が飽和に近づく点
に偏ったとき，曲線の傾斜（例えば，材料の透磁率）は相対的に平坦になる。シールドは
，材料特性の高透磁率（不飽和）領域においては磁束ガイドとして最も効果的であるが，
バイアスが加えられると，動作点は，永久磁石のＤＣ磁界及び送信器のＡＣ磁界の合計に
よって，低透磁率（高飽和）領域に押しやられる。したがって，送信器磁束によるシール
ドの動作点は，低飽和領域（領域Ｂ）に移動する。この実施例において，材料特性は，飽
和せずに送信器が発生した磁束を阻止することができるのに十分な保磁力を有するもので
あるが，ＤＣしきい値磁束が高飽和領域（例えば領域Ｂ）に移動できるのに十分鋭いニー
（ｋｎｅｅ）点を有する。
【００２８】
　電磁気シールドは，本発明の原理に一致する特性を提供する本質的に任意の材料で製造
することができる。一般に，シールドは高透磁率，低飽和性及び低導電性を有することが
望ましい。より詳細に言えば，シールド材料が自由空間よりも十分に高い透磁率を有する
ことが望ましい。透磁率の特定の程度は応用ごとに異なるが，通常の応用においては，シ
ールド材料が自由空間の透磁率の１０倍又はそれ以上であることが望ましい。シールド材
料は，材料を通して開口部を生成することが望ましいとき，適切に飽和することができる
十分に低い飽和性を有することが望ましい。望ましい飽和の程度は応用ごとに異なるが，
シールドを飽和させるために用いられる磁界が存在するとき，透磁率が自由空間の透磁率
に達する点まで飽和することができるシールド材料を用いることが望ましい。したがって
，ここで用いる「飽和」の用語は実質的な飽和を指し，完全な飽和に限定することは意図
していないことを理解されたい。シールド材料の厚みもまた，シールドを飽和させるため
に必要な磁界の量について役割を演じてよい。例えば，シールドが薄ければ薄いほど，典
型的には厚いシールドよりもより容易に飽和する。したがって，シールドの厚みをほかの
要因とバランスさせることが望ましい。図１の実施例の中間シールド２０は，磁石２６に
よって選択的に飽和させることができる材料で製造される。より詳細に言えば，磁石２６
は中間シールド２０のすべて又は一部を十分に飽和させることができ，透磁率は磁力線が
シールド材料内にもはやほとんど保持されない点まで変化する。その代わり，電磁界は飽
和した領域において，シールドを通して，又はシールドから遠隔装置へ自由に流れる。ま
た，シールド材料が使用中に容認できないほど加熱し，又は別様に許容できない損失とな
ることがないように十分低い導電性を有することが望ましい。例えば，電磁界は導電性材
料内に渦電流を発生させることがある。渦電流は熱を発生させ，損失となる。渦電流が発
生すると，材料の導電性を増加させるため，低導電性の材料を用いることが望ましい。容
認できる熱及びほかの損失の量は，応用ごとに異なる。例えば，容認可能なレベルは，所
望の効率レベル，周囲の部品又は見栄えに対する想定される影響のような種々の要因に基
づいてもよい。これらの要因はまた，シールドされる磁界及びシールドを飽和させるため
に用いられる磁界の強度についても考慮することが望ましい。いくつかの応用においては
，磁界を飽和させるために用いる磁石又は電磁石の磁界強度を制限することが望ましいこ
とがある。例えば，いくつかの応用においては，過度に強い磁界が，磁気記憶媒体又はほ
かの類似の物品のような傍にある材料に負の影響を与えることがある。磁石及びシールド
材料は，磁界強度についての如何なる所望の限度も超えることなく，予期される磁界の存
在下において適切な飽和を提供するように選択することが望ましい。中間シールド材料と
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して用いるのに適していることが示されたいくつかの特定の材料は，（TDK Corporation
から入手可能なFlexield IRJ09のような）可とう性合成フェライト及び破砕済みフェライ
ト（すなわち，TDK Corporationから入手可能なFlexield IBF20のような，複数の素片に
破砕されたフェライト材料）を含む。図１５は，室内実験されたいくつかの材料の透磁率
，飽和性及び導電性の特定を示している。図から分かるように，実験した可とう性合成フ
ェライトは，初期透磁率が高く，飽和性及び導電性が低い点で最良の結果を示した。これ
らの実験した材料のうち，接合鉄は，選択的に制御可能なシールドとして用いるには最も
適しない特性を有するように見えた。接合鉄は比較的低透磁率を有し，高飽和値及び比較
的高い導電率を有する。破砕済みフェライトは，透磁率が非常に高く，中間の飽和磁束密
度を有し，接合鉄より導電性が低い点で，いくつかの応用に適していることが分かった。
本発明の磁気シールドは，磁束ガイド，束収束器，又は磁束収束器のような，磁束の流路
として機能する能力を反映した名称によって呼ばれることがあることに注意されたい。
【００２９】
　一つの実施例においては，無線電源と遠隔装置との間で転送される電力量を制御するた
めに，システムがシールドの飽和レベルを変えることもできる。例えば，低電力レベルが
必要な遠隔装置は，非常に高い電力レベルを供給できる無線電源に置いてもよい。この例
においては，遠隔装置はシールドを部分的に飽和させるのに丁度の強さの磁気バイアスを
提供し，利用できる電力のいくらかがシールドを通るようにしてもよいし，まったくしな
くてもよい。別の例においては，遠隔装置は，無線電源から受電する電力量を制御するた
めに，可変強度の電磁石を用いてシールド内の飽和レベルを変えてもよい。電磁石の強度
を増加させることによって，シールドの飽和レベルが増加し，より多くの磁束が無線電源
の表面を通るようにすることができる。電磁石の強度を減少させることによって，飽和レ
ベルが減少し，より少ない量の磁束が無線電源の表面を通るようになる。この例において
は，遠隔装置は無線電源から受電する電力量を制御することができてもよい。この例にお
いては，無線電源はもはや，送電される電力量を制御しないため，遠隔装置から通信を受
信する必要がない。一つの実施例においては，複数の遠隔装置が同時に無線電源から電力
を受電することができる。各装置に分配される電力量は，各遠隔装置におけるシールドの
飽和レベルを変化させることによって制御することができる。これによって，種々の電力
要求条件を有する遠隔装置が同時に無線電源から電力を受電することができるようになる
。また，遠隔装置が，当該無線電源に隣接する種々の位置（例えば，電力転送面上の種々
の位置）における電磁界の強度の差に適合できるようになる。例えば，無線電源は複数の
装置に電力を供給するのに十分な電力レベルで動作し，個別の遠隔装置は受電する電力量
をそれぞれ制御することができる。一つの実施例においては，遠隔装置は種々の位置にお
いてシールドに隣接して配置され，各遠隔装置がシールドを通じて受電する電力量は，各
遠隔装置に隣接する磁界の強度を調整することによって制御することができる。一つの実
施例においては，各遠隔装置は，可変強度電磁石と，受電した電力を判定し，遠隔装置に
適切な量の電力が届くように磁界強度を調整する制御システムとを含んでもよい。動作中
，各個別遠隔装置は，当該遠隔装置が所望量の電力を受電していると判定されるまで，関
係する磁界の強度を増加させてもよい。例えば，各遠隔装置は電流感知器，電圧感知器又
は遠隔装置が受電する電力レベルを示す信号を制御システムに供給することができるほか
の感知器を含んでもよい。遠隔層著の負荷が変化することがある応用においては，受電し
た電力を判定することができる電流感知器及び電圧感知器双方を含むことが望ましいこと
がある。遠隔装置の負荷特性が十分に知られている応用においては，感知した特性及び予
想される負荷特性に基づいて受電した電力を判定することができる電流感知器又は電圧感
知器を含むことが望ましいことがある。制御システムは，電磁石に供給される電力を変化
できる本質的に任意の回路又は部品によって，磁界の強度を制御することができる。例え
ば，電磁石は制御された電流源から電力を受電することができる。制御された電流源は，
制御システムによって制御される出力レベルを有することができる。より詳細に言えば，
制御システムは，受電した電力と所望の電力との比較に基づいて，制御された電流源の出
力レベルを調整することができる。すなわち，受電した電力が低いときは飽和度を増加さ
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せるように電流を増加させ，受電した電力が高いときは飽和度を減少させるように電流を
減少させる。可変強度磁界源及び関係する制御システムは，遠隔装置内に含んでもよいし
，含まなくてもよい。しかし，可変強度磁界源及び関係する制御システムが遠隔装置に含
まれるときは，遠隔装置が無線電源と通信する必要なく，所望のレベルの電力制御を行う
ことができる。これは，補助制御を提供するため，又はほかの目的で通信が望ましくない
と言っているのではない。例えば，無線電源が，電力を必要としているすべての遠隔装置
に電力供給するために，適切な電力量を供給できるようにするための通信を提供すること
は望ましい。一つの実施例においては，各遠隔装置が自身の電力要求条件を無線電源に伝
えるための通信回路を含み，無線電源が電力要求条件を受信するための通信回路を含んで
もよい。無線電源は，電力要求条件を用いて，無線電源が送電する総電力量を決定する電
力出力制御器を含んでもよい。最も簡単な実施例においては，無線電源は個別電力要求条
件を単に合計して電力出力を決定してもよい。別の例として，システムは，遠隔装置が自
身の磁界が最大強度であるときでも十分な電力を受電しないとき，遠隔装置が無線電力シ
ステムに電力出力を増加するように知らせることができるようにする通信を含んでもよい
。上述の双方の例において，通信は効率を改善することを支援するとともに，各遠隔装置
が無線電源から受電する電力量を基本的に制御できるようにする。いくつかの実施例にお
いては，上述の通信機能双方を含むことが望ましい。このことは，すべての遠隔装置の電
力要求条件に合わせるために，無線電源が適切な初期電力出力レベルを設定し，必要であ
れば時間と共に電力出力レベルを調整することができるようにする。不確定性を避けるた
めに，一つの１次部（例えば，一つの１次コイル）又は複数の１次部（例えば，１コイル
の配列）を含む無線電源と共に，可変強度磁界源を用いてもよいことに注意されたい。無
線電源は，本質的に任意の適切な回路又は部品を用いて，電力出力レベルを変化させても
よい。例えば，無線電源は，１次回路に印加される入力信号のレール電圧，デューティサ
イクル，動作周波数又は位相を変化させてもよいし，無線電源が共振１次回路を含むとき
は，１次回路の共振周波数を変化させてもよい。
【００３０】
　図示のとおり，一つの実施例においては，本発明は，電磁気シールド（例えば無線電力
転送パッド磁束ガイド）として用いられた軟磁性材料の非常に非線形な特性を利用するこ
とによって，誘導電力供給システムにおける空間自由度を増加させることができる。この
非線形性は，材料が高透磁率（μ＞＞１）の領域，したがって良い磁束ガイドから，大気
の透磁率を有する高飽和度（μ≒１）の領域に迅速に切り替わることができ，計算された
バイアスＤＣしきい値の電磁界を利用することによって，磁束が当該材料を通過して受信
器に届くようにするものである。
【００３１】
　以降より詳細に説明するが，このＤＣしきい値電磁界はＤＣ磁石又はＤＣ磁石の配列を
受信器システムに組み込むことによって達成できる。この配列はバイアス磁界を提供し，
したがって，受信器が送信器パッド面のどこに置かれても，磁束シールド（例えば，送信
器パッド磁束ガイド）の磁気特性の動作点を変化させる。したがって，受信器システムが
どこに置かれるかに応じて，軟フェライトは磁束ガイドか，又は大気の透磁率に近い透磁
率を有する高飽和度領域かのいずれかであってよい。軟フェライトは，磁束ガイドとして
磁界放散を著しく減少させ，大気の透磁率に近い透磁率を有する高飽和領域として，送信
器が生成したＡＣ磁界の相当大きな部分が受信器システムに届くようにし，受信器システ
ムは電圧を誘起し，電力を転送する。
【００３２】
　上記のとおり，本発明の実施例を組み込んだ無線電源システムが図１～６，８及び１０
に示されている。システム１０は，無線で電力を遠隔装置１４に供給するように構成され
た無線電源１２を含む。この実施例の無線電源１２は，無線電源１２から電力を受電する
ために遠隔装置１４を上に置く充電面３０を有する。無線電源１２は，遠隔装置１４内に
無線で電力を生成するために，充電面３０の上に遠隔装置１４を置いたとき，遠隔装置１
４と結合することができる磁界を発生するように構成されている。より詳細に言えば，本



(20) JP 5902693 B2 2016.4.13

10

20

30

40

50

実施例の無線電源１２は，発振信号を１次コイルに印加することができる１次ドライバ１
８を含む。発振信号は，充電面３０の上に置かれた適切に構成された遠隔装置１４内に電
流を誘起することができる磁界を１次コイル１６に発生させる。無線電源１２は，ＡＣ主
入力を受電して，１次コイル１６からの適切な信号に変換するように構成してもよい。こ
のため，無線電源１２は，整流器（図示せず）及びＤＣ‐ＤＣ変換器（図示せず）のよう
な電源回路を含んでもよい。整流器及びＤＣ‐ＤＣ変換器は，１次ドライバ１８が１次コ
イル１６に印加する発振信号に適切なＤＣ電力を供給する。電源回路は，代替として，入
力電力を１次ドライバが用いる形態に変換することができる本質的に任意の回路であって
よい。無線電源１２は，特定の種類の遠隔装置に電力を供給するように構成してもよいし
，種々の異なる遠隔装置に電力を供給できてもよい。さらに，無線電源１２は同時に一つ
の遠隔装置だけに電力を供給するように設計してもよいし，同時に複数の装置に電力を供
給する能力を備えてもよい。
【００３３】
　おそらくは図２に最も良く示されているが，図示されている実施例の１次コイル１６は
電線のコイルである。この特定の実施例においては，１次コイル１６はリッツ（Ｌｉｔｚ
）電線でできた２層らせん巻コイルである。しかし無線電源１２は，無線で電力を遠隔装
置１４に転送するのに適した磁界を発生することができる，本質的に任意のインダクタを
含んでもよい。１次コイル１６の構成は応用ごとに異なってもよい。例えば，コイルのサ
イズ（例えば，内径，外径及び厚み）と，コイルの形状と，電線の種別と，巻線の配置と
，巻き数と，隣接する巻線間の間隔と，はすべて，所望であれば応用ごとに異なってもよ
い。
【００３４】
　無線電源１２の上面を「充電面」と呼ぶが，この用語は，無線電源システム１０を，遠
隔装置を充電するために無線電源が用いられる応用に限定すると解釈することは望ましく
ない。むしろ，無線電源１２が転送する電力は，遠隔装置に直接電力供給するか，及び／
又は遠隔装置内に配置された電荷蓄積装置（例えば電池，コンデンサ，超コンデンサ）を
充電するために用いてもよい。さらにいくつかの応用においては，無線電源から遠隔装置
に転送された磁界は，電力信号ではなく通信信号であってもよい。
【００３５】
　無線電源１２は，１次コイル１６と充電面３０との間の位置にある１次コイル１６に隣
接して配置された中間シールド２０を含む。一般的な使用では，中間シールド２０は，磁
界のほとんどを導き，１次コイル１６へ戻す流路として機能し，それによって磁界が遠隔
装置１４内の２次コイル２４に届くことをほとんど阻止する。中間シールド２０は，選択
的に飽和させることができる材料でできている。飽和したとき，飽和領域内の磁気シール
ドの流路として機能する中間シールド２０の能力は劇的に制限される。結果として，磁界
は飽和領域内の磁気シールド２０をより容易に流れることができる。適切に構成されたと
き，これによって磁界が２次コイル２４と十分に結合し，効率的に電力を遠隔装置１４に
転送させることができる。上述のとおり，中間シールド２０は，適切な透磁率，飽和度及
び導電性の特性を有する本質的に任意の材料でできたものでよい。例えば，中間シールド
２０は，可とう性合成フェライト（例えば，Flexield IRJ09）又は破砕済みフェライトの
ような一定の軟磁性材料でできたものでよい。
【００３６】
　本実施例の無線電源１２は，中間シールド２０に対向する１次コイル１６に隣接して配
置された補助シールド２８を含む。図示した実施例の補助シールド２８は，中間シールド
２０を飽和させるために用いられる磁界によって飽和しないように構成される。結果とし
て，補助シールド２８は，中間シールド２０内に開口部が開かれたときでも，効果的なシ
ールドとして機能し続ける。飽和を避けるため，補助シールド２８は中間シールド２０と
異なる材料（例えば，より高い飽和点を有する材料）でできたものでもよいし，及び／又
は中間シールド２０よりも厚くてもよい。例えば，補助シールド２８は，圧縮成形した鉄
（ｐｒｅｓｓｅｄ　ｉｒｏｎ）でできたものでもよい。いくつかの応用においては，補助



(21) JP 5902693 B2 2016.4.13

10

20

30

40

50

シールド２８は単に磁界源からより遠いため，飽和を避けることができる。
【００３７】
　本実施例の遠隔装置１４は概略，電子負荷２２と，２次コイル２４と，永久磁石２６と
を含む。遠隔装置１４は，携帯電話機，ＰＤＡ，メディアプレイヤ，携帯ラジオ，カメラ
，懐中電灯又は本質的に任意の電池駆動可搬型装置のような，一般的な従来型の電子装置
であってよい。遠隔装置１４の主要な動作と関係する（そして，無線電力転送とは関係し
ない）部品は，一般に電子負荷２２と呼ぶ。電子負荷２２については詳細には説明しない
。例えば，携帯電話機においては，携帯電話機自体と関係する電子部品を説明することは
しない。
【００３８】
　図示した実施例の２次コイル２４は電線のコイルであるが，遠隔装置１４は，無線電源
１２が発生した変化する磁界に応じて十分な電力を発生できる本質的に任意のインダクタ
を含んでよい。２次コイル２４は応用ごとに異なってもよい。例えば，コイルのサイズ（
例えば，内径，外径及び厚み）と，コイルの形状と，電線の種別と，巻線の配置と，巻き
数と，隣接する巻線間の間隔と，はすべて，所望であれば応用ごとに異なってもよい。
【００３９】
　図示していないが，遠隔装置１４は，２次コイル２４内に誘起された電力を電子負荷２
２用の適切な形態に変換する回路を含んでもよい。例えば，遠隔装置１４は，２次コイル
２４内に誘起されたＡＣ電力をＤＣ電力に変換する整流器（図示せず）を含んでもよい。
遠隔装置１４はまた，変換が望まれる実施例においてはＤＣ‐ＤＣ変換器（図示せず）も
含んでよい。
【００４０】
　図示した実施例においては，永久磁石２６は遠隔装置１４内に配置され，搭載される。
より詳細に言えば，図示した磁石２６は２次コイル２４と同心であり，概略同一面内に配
置される。しかし，磁石２６の位置は応用ごとに異なってもよい。図示した実施例におい
ては，遠隔装置１４は一つの接合NdFeB磁石（ネオジム（ｎｅｏｄｙｍｉｕｍ）磁石，Ｎ
ＩＢ磁石，奇土磁石又はネオ磁石とも呼ばれる）を含む。しかし，この磁石は応用ごとに
異なってもよい。例えば，磁石は代替として，フェライト磁石，焼結NdFeB磁石，焼結SmC
o磁石又はアルニコ磁石であってよい。磁石２６は，遠隔装置１４が充電面３０に置かれ
たとき，中間シールド２０を十分に飽和させるのに十分な磁界強度を有するように選択さ
れる。磁石２６はまた，磁界が２次コイル２４と適切に結合できるのに十分なサイズ及び
形状であり，同時に浮遊磁界が生じる可能性を減少させることができるほど小さい開口部
（又は飽和領域）を提供するように構成される。中間シールド２０及び磁石２６は，磁石
２６が中間シールド２０を選択的に飽和させることができるように構成される。より詳細
に言えば，中間シールド２０及び磁石２６の特性／特質は，遠隔装置１４が充電面３０に
置かれたとき，磁石２６が生成する磁界が中間シールド（又は中間シールド２０の所望の
部分）を十分に飽和させるのに十分であるように選択される。図示した磁石２６は円盤型
の磁石であるが，磁石の形状は所望の開口部に応じて異なってもよい。例えば，磁石は長
方形であってもよいし，リング状磁石であってもよい。
【００４１】
　遠隔装置１４は補助シールド３２を含んでもよい。図示した実施例においては，遠隔装
置補助シールド３２は，充電面３０に対向する２次コイル２４に隣接して配置される。図
示した実施例の遠隔装置補助シールド３２は，中間シールド２０を飽和させるために用い
る磁界によって飽和しないように構成される。結果として，遠隔装置補助シールド３２は
，中間シールド２０に開口部が開いたときでも，効果的なシールドとして機能し続ける。
１次補助シールド２８と同様に，遠隔装置補助磁気シールド３２は中間シールド２０と異
なる材料（例えば，より高い飽和点を有する材料）でできたものでもよいし，中間シール
ド２０より厚くてもよい。例えば，遠隔装置補助シールド３２は圧縮成形した鉄でできた
ものでもよい。いくつかの応用においては，補助シールド２８は単に磁界源からより遠い
ため，飽和を避けることができる。使用中，無線電源補助シールド２８と遠隔装置補助シ
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ールド３２とは，協同して１次コイル１６が生成した磁界をほとんど阻止する。
【００４２】
　図３～６は，図１～２に示す実施例の更なる図である。図３は無線電源１２の一部の上
に置かれた遠隔装置１４の一部を示している。より詳細に言えば，図３は，中間シールド
２０の上に配置された２次コイル２３及び遠隔装置補助シールド３２と，１次コイル１６
と，１次補助シールド２８とを示している。図４は，隠れた２次コイル２４が遠隔装置補
助シールド３２を通して見えるようにしたことを除いて，本質的に図３と同一である。図
５もまた，１次コイル１６が，中間シールド２０と，２次コイル２４と，遠隔装置補助シ
ールド３２とを通して見えるようにしたことを除いて，本質的に図３と同一である。図３
～５は充電面３０を示していないことに注意されたい。いくつかの応用においては，分離
された充電面３０を中間シールド２０の上に配置してもよい。別の応用においては，中間
シールドを充電面とし，遠隔装置を中間シールドの上に直接置いてもよい。図６は，２次
コイル２４と，中間シールド２０の上に配置さえた磁石２６及び遠隔装置補助シールド３
２と，１次コイル１６と，１次補助シールド２８との側面図である。無線電源１２及び遠
隔装置１４の残りの部分は，図３～６には示していない。
【００４３】
　上述の通り，中間シールド２０は１次コイル１６によって生成される磁界の２次コイル
２４への流れをほとんど制御する。図９は，磁気シールド上の飽和の効果を表している。
左の図はシールドを通る磁力線の流れを示している。右の図は，シールドが磁石によって
実質的に飽和させられたとき，磁界を引き込み，導く能力をどのようにシールドが失うか
を示している。この制御は，外部永久磁石の磁界が中間シールドの近くにあるとき，中間
シールドの局所領域にある磁区をバイアスすることによって達成される。外部永久磁石が
中間シールドの近くにないときは，中間シールドは磁界が環境に逃げることを最小化する
。図８は，磁力線が，どのように図示した実施例の中間シールド２０に向けられるかを示
す図である。図から分かるように，１次コイル１６によって発生された磁界は，補助シー
ルド２８及び中間シールド２０を通る幾分閉じたループに流れ込む。しかし，外部磁石が
中間シールドの近くにあるときは，永久磁石が材料をバイアスさせ，透磁率が大気の透磁
率（１．０の値）に近づく飽和領域を生成する。これによって，１次コイルからの磁界が
中間シールドに入り，２次コイルと結合することができるようになる。図１０は中間シー
ルド２０の一部が飽和したとき，磁力線がどのように流れるかを示す図である。図から分
かるように，１次コイル１６によって発生された磁界はほとんど，磁石２６によって飽和
させられた領域に達するまで中間シールド２０を通って流れる。その領域においては，磁
界はより容易に２次コイル２４に向かって流れ，２次コイルと結合することができる。シ
ステムが中間シールド２０を含まないときは，より多くの浮遊磁界が環境に漏れ出すであ
ろう。図１１は，中間シールド２０が無いとき，磁力線がどのようにシステム１０内を流
れるかを示す図である。浮遊磁界は通常，損失の増加と等価である。これは，寄生金属物
体が漏洩磁界を遮る場合に最も重要な問題である。
【００４４】
　外部磁界は，永久磁石の種別，サイズ及び量と，中間シールドの種別及び厚みとを均衡
させて，種々の大きさの領域を飽和させるように構成することができる。容易に飽和する
必要がある中間シールドと，圧縮成形鉄のような，より堅固で飽和しにくいシールド材料
との均衡は，システム全体を効果的にシールドできるようにすると共に，開口部を形成で
きるようにする。非常に指向性を有する磁石又は磁石の配列を用いることによって，この
機構を非常に領域特定にすることができ，したがって，いつでも磁束ガイドの１又は複数
の部分だけを飽和させることを容易にすることができる。
【００４５】
　図示した実施例の磁石２６は単一の磁石であるが，遠隔装置１４は複数の磁石を含んで
もよい。磁石は，種々のパターンに配置して種々のサイズ及び形状の開口部を生成するこ
とができる。例えば，図１６Ａ～Ｈは，種々の代替可能な磁石配置を示している。これら
の図はそれぞれ，２次コイルに対して取り得る磁石の構成を示している。異なる磁石配置
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は，異なるサイズ，形状及び特性を有する開口部を形成することになる。図１７Ａ～Ｆは
，開口部の特性に関する磁石配置の影響を理解することに関係した情報を提供する。これ
らの図は，単一の１次コイル及び２次コイルの対について，実験室内で行った実験の結果
を示している。図１４Ａ及び１４Ｂは，これらの実験を行うために用いた１次コイル１６
’及び２次コイル２４’を示している。１次コイル１６’は，合計２６回巻き（各層で１
３回巻き）のリッツ電線を有する２層１次コイルである。１次コイル１６’は約５０ｍｍ
×１００ｍｍである。２次コイル２４’は単層の単線の平面コイルである。２次コイル２
４’は１５回巻きの電線を有し，約３０ｍｍ×４０ｍｍである。２次コイル２４’は補助
シールド３２’に搭載される。実験を行うために，磁石は１次コイル１６’の上に置かれ
，１次コイル１６’が励磁された。次に２次コイル２４’が１次コイル１６’及び磁石２
６’の上を掃引し，２次コイル２４’に誘起された電圧が記録された。これらの実験から
収集されたデータを用いて，図１７Ａ～Ｆに示す電圧応答マップが作られた。図１７Ａは
単一の接合NdFeB磁石の結果を示す。図１７Ｂは二つの隣接する接合NdFeB磁石を用いた実
験の結果を示す。図１７Ｃは，図示したフェライト磁石のパターンで実験を行ったときの
結果を示す。図１７Ｄは本質的に同じパターンであるが接合NdFeB磁石を用いた結果を示
す。図から分かるように，接合NdFeB磁石が非常に大きな開口部を生成した。図１７Ｅは
，磁石の極性が磁石の色の変化によって示すように交番する，６個の磁石の配置を示す。
図１７Ｆは，磁石の極性が変化しない，６個の磁石の類似の配置を示す。
【００４６】
　室内実験は，電力転送効率を，選択的にシールドを飽和させることによって劇的に変化
させることができることを示した。図１８Ａは，磁石がないとき，シールドされたシステ
ムにおいて達成される電力転送の効率を示している。Flexield IRJ09でできた中間シール
ドを用いたとき，無線電力転送は概略１４．５４６％の効率であった。破砕済みフェライ
トでできた中間シールドを用いたとき，効率は概略１４．５８５％であった。シールド材
料を飽和させると結果が著しく改善した。図１８Ｂは磁石があるときシステム内で達成さ
れる電力転送の効率を示している。Flexield IRJ09でできた中間シールドを用いたとき，
磁石があるときの無線電力転送は概略８２．１４１％の効率であった。破砕済みフェライ
トでできた中間シールドを用いたとき，磁石があるときの効率は概略４２．８０２％であ
った。
【００４７】
　図１～６，８，１０及び１１に示した実施例において，中間シールド２０は遠隔装置１
４が搭載する永久磁石２６によって選択的に飽和させられる。この実施例は，２次コイル
２４が充電面３０上のどこに置かれても，開口部が２次コイルと整列して自動的に発生さ
れるように，飽和している磁界源が常に遠隔装置１４と共にあるようにする。この方法は
いつも望ましい訳ではない。例えば，いくつかの応用においては，遠隔装置内に永久磁石
を備えることは望ましくないことがある。代替として，飽和した磁界源を無線電源に組み
込んでもよい。本発明の代替実施例を図１９～２１に示す。この実施例の無線電源１１２
は，１次コイル１１６と，１次ドライバ１１８と，中間磁気シールド１２０と，複数の電
磁石１２６ａ～ｃとを含む（図１９参照）。この実施例の遠隔装置１１４は，電子負荷１
２２及び２次コイル１２４を含む。遠隔装置１１４は永久磁石２６を含まない。図２０及
び２１に示すとおり，無線電源１１２及び遠隔装置１１４はそれぞれ補助シールド１２８
及び１３２を含んでもよい。
【００４８】
　ここで図２０及び２１を参照すると，電磁石１２６ａ～ｃを１次コイル１１６の中心に
配置してもよい。例えば，電磁石１２６ａ～ｃを１次コイル１１６の中央開口部を横切っ
て均等に並べてもよい。しかし，電磁石はコイルの外周の上，下又は外側に配置してもよ
い。この実施例において，無線電源１１２は，中間シールド１２０の全体又は一部を十分
に飽和させる磁界を生成するために選択的に励磁できる，複数のＤＣ電磁石１２６ａ～ｃ
を含む。この実施例は３個の電磁石を示しているが，電磁石の数は異なってもよい。例え
ば，いくつかの実施例においては単一の電磁石だけを含むことが望ましいことがある。別
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の実施例においては，例えばより長いコイルを有する場合，又は各個別電磁石の強度がよ
り低い場合に，３個を超える電磁石を含んでもよい。
【００４９】
　無線電源は電圧，周波数，デューティサイクル，位相又は無線電源回路１１８の共振周
波数に対する任意の数の変形を用いることによって，遠隔装置に送電される電力を変化さ
せることができる。しかし，無線電源はまた，無線電源内に配置された電磁石１２６ａ～
ｃの磁界強度を変化させることによってシールドの飽和レベルを変化させてもよい。
【００５０】
　この実施例における中間シールド１２０の機能は，前の実施例において説明したものと
同一である。しかし，この実施例においては，局所領域において中間シールドを飽和させ
る方法は，無線電源内の１又は複数のＤＣ電磁石１２６ａ～ｃを選択的に励磁することに
よって達成される。磁石２６と同様，特定領域において励磁されるＤＣ電磁石は，当該領
域において２次装置に無線電力を送電するための局所開口部を開く磁界を生成する。
【００５１】
　どの電磁石を用いるかを決定する方法は，応用によって異なってもよい。一つの実施例
においては，方法は電磁石を一つずつ順に励起するステップと，遠隔装置の存在を検査す
るステップとを含んでもよい。例えば，３個の電磁石によって，無線電源は第１電磁石を
活性化させて第１開口部を開き，次に遠隔装置の存在を検査するために疎通確認（ｐｉｎ
ｇ）を実行してもよい。疎通確認過程は，１次コイルを短パルス電力で励起して磁界を発
生させるステップと，潜在的な装置が存在するかどうかを判定するために，無線電源内の
電流のような電力の特性を監視するステップとを含んでもよい。潜在的な装置が存在する
ときは，遠隔装置は電磁界から電力を引き込み，遠隔装置の反射インピーダンスが無線電
源内の電流の増加を起こす。代替方法として，疎通確認過程は充電面の上又は近くに置か
れた電極の電気容量の変化を求めるステップを含んでもよい。第１開口部を通じて潜在装
置が見付からなかったときは，無線電源は第１電磁石を不活性化し，第２電磁石を活性化
して第２開口部を開き，次に第２開口部を通して潜在装置を検査するために第２疎通確認
を行う。第２開口部を通じて潜在装置が見付からなかったときは，無線電源は第２電磁石
を不活性化し，第３電磁石を活性化して第３開口部を開き，次に第３開口部を通して潜在
装置を検査するために第３疎通確認を行う。電磁石（及び結果として異なる開口部）を通
じた循環過程は，遠隔装置が見付かるまで周期的に継続してもよい。見付かると，適切な
電磁石を励磁して，所望の位置に所望のサイズの開口部を提供することができる。
【００５２】
　いくつかの実施例においては，遠隔装置があるときだけ１次コイルを励磁するのが望ま
しいことがある。飽和している磁石を遠隔装置が搭載している応用においては，無線電源
は，磁気シールドがないかのように，潜在遠隔装置の存在を時折“ｐｉｎｇ”してもよい
。充電面上の遠隔装置の存在を検出する種々のシステム及び方法は周知であり，したがっ
て詳細には説明しない。しかし，一つの実施例においては，無線電源は１次部に周期的に
電力を印加し，潜在遠隔装置が存在するかどうかに応じて変化する電力の特性を評価する
ことによって潜在遠隔装置の存在を認識してもよい。例えば，無線電源は，少量の電力を
１次部に印加し，潜在遠隔装置があるかどうかを判定するために，１次部（又はタンク回
路）内の電流を監視することによって，遠隔装置の疎通確認を行ってもよい。遠隔装置が
存在するときは，無線電源は電力供給を開始してもよい。コイルに電力を供給する代わり
に，疎通確認過程が，充電面の上又は近くに置かれた電極の電気容量の変化を求めるステ
ップを含んでもよい。
【００５３】
　１又は複数の電磁石を備える無線電源を含む実施例においては，いつ１次を励磁するか
を決定する方法は，どの電磁石を励磁するかを決定する上述の方法に類似している。単一
電磁石を備える実施例においては，無線電源は一時的に電磁石を活性化して中間シールド
内に開口部を開き，開口部が開いている間に，遠隔装置があるかどうか疎通確認を行って
もよい。無線電源が複数の電磁石を含むときは，無線電源は電磁石を一つずつ個別に巡回
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してもよい。例えば，二つの電磁石を備えるとき，無線電源は第１開口部を開くために第
１電磁石を活性化し，次に遠隔装置があるかどうかを検査するために疎通確認を行っても
よい。第１開口部を通した潜在装置がないときは，無線電源は第１電磁石を不活性化し，
第２電磁石を活性化して第２開口部を開き，次に第２開口部を通した遠隔装置があるかど
うかを検査するために疎通確認を行ってもよい。電磁石（結果として異なる開口部）を巡
回する過程は，遠隔装置が見付かるまで続けてよい。遠隔装置が見付かると，１次を励起
することができる。複数の電磁石を備えた応用においては，遠隔装置が見付かると適切な
電磁石もまた励磁される。遠隔装置を検出する過程は，代替又は追加として，無線電源と
遠隔装置との間の通信の交換を含んでもよい。例えば，疎通確認過程が潜在遠隔装置が存
在することを示したとき，無線電源は，遠隔装置が両立する装置（例えば，無線電源から
受電することができる装置）であることを確認するために，遠隔装置に通信を要求しても
よい。代替として，遠隔装置は，無線電力転送電磁界があるとき，両立する装置であるこ
とを確認するために一方的に通信を送るように構成してもよい。
【００５４】
　本発明はまた，１次コイルの配列を含む無線電源に組み込んでもよい。１次コイルの配
列を備えた実施例を図２２及び２３に示す。無線電源システム２１０は，複数の一次コイ
ル２１６を備える無線電源２１２と，中間磁気シールド２２０と，補助シールド２２８と
を含んでもよい。１次コイル２１６は中間シールド２２０の下に配置されるが，隠れたコ
イルは開示のために，図２２においては中間シールド２２０を通して見えるようになって
いる。無線電源２１２はまた，一つの１次コイルを個別に励磁するか，２又は複数のコイ
ルを一緒に励磁することができるドライバ回路（図示せず）も含んでよい。通常，無線電
源２１２は，遠隔装置２１４に電力を配電するために最適な位置にある１又は複数の１次
コイルを励磁する。この実施例においては，無線電源２１は重複する構成で配置された２
層１次コイルを含む（図２３参照）。しかし，コイル配列の構成は応用ごとに異なっても
よい。
【００５５】
　本実施例の遠隔装置２１４は，２次コイル２２４と，磁石２２６と，補助シールド２３
２とを含んでもよい。２次コイル２２４及び磁石２２６は補助シールド２３２の下に配置
されているが，図２２においては，隠れたコイル及び磁石は補助シールド２３２を通して
見えるようになっている。使用中，磁石は遠隔装置２１４に隣接する中間シールド２２０
内に開口部を生成して，磁界が遠隔装置２１４と改善された効率で結合できるようにする
。代替として，磁石２２６を無線電源２１２内の複数の電磁石で置き換えてもよい。例え
ば，無線電源２１２は，中間シールド２２０内に適切なサイズ及び位置の開口部を発生さ
せるために，個別又は集合で励磁することができる電磁石の配列を含んでもよい。
【００５６】
　前述の実施例は，中間シールドが無線電源内に配置されている無線電源システムを開示
している。いくつかの応用においては，中間シールドを遠隔装置内に組み込むことが望ま
しいことがある。例えば，一定の外部磁界から全体としてシールドされる遠隔装置を提供
することが望ましいことがある。図２４は，中間シールド３２０が遠隔装置３１４に組み
込まれている無線電源システム３１０の代替実施例を示している。この実施例の無線電源
３１２は，１次コイル３１６と，１次ドライバ３１８と，永久磁石３２６とを含む。この
実施例の遠隔装置３１４は，電子負荷３２２と，中間磁気シールド３２０と，２次コイル
３２４とを含む。図示していないが，無線電源３１２及び遠隔装置３１４は，補助シール
ドを含んでもよい。遠隔装置３１４が無線電源３１２に隣接して置かれたとき，磁石３２
６は遠隔装置３１４内の中間シールド３２０を飽和させ，開口部を開いて磁界が２次コイ
ル３２４に届くようにする。磁石３２６は永久磁石として示されているが，代替として１
又は複数の電磁石であってもよい。例えば，大きな１次コイル３１６を用いて，遠隔装置
３１４の位置と対応する局所領域にだけ，シールド３２０を貫通する開口部を開くために
選択的に用いることができる電磁石の配置を有することが望ましいことがある。
【００５７】
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　いくつかの応用においては，無線電源及び遠隔装置双方に中間シールド（図示せず）を
組み込むことが望ましいことがある。このような応用においては，中間シールドを選択的
に飽和させるため，無線電源及び／又は遠隔装置に１又は複数の電磁石を配置してもよい
。代替として，無線電源及び遠隔装置双方の外にある磁界源（例えば，永久磁石又は電磁
石）を用いてもよい。
【００５８】
　本発明はまた，絶縁した共振コイルを組み込んだ無線電源システムと共に用いてもよい
。例えば，図２５に示すように，無線電源システム４１０は，１次コイル４１６と，１次
共振コイル４１７と，中間シールド４２０とを含んでもよい。この実施例の遠隔装置４１
４は，２次コイル４２４と，２次共振コイル４２５と，磁石４２６と，電子負荷４２２と
を含んでもよい。共振コイルは一般に周知であり，したがって詳細には説明しない。使用
中，１次コイル４１６が１次共振コイル４１７を励磁し，次に１次共振コイルが，２次共
振コイル４２５と結合してエネルギを転送するための電磁界を発生させることを説明すれ
ば十分である。２次共振コイル４２５は次に，２次コイル４２４と結合して電流を誘起す
る電磁界を発生させる。中間シールド４２０を，１次共振コイル４１７と２次共振コイル
４２５との間に配置してもよい。
【００５９】
　絶縁した共振コイルを組み込んだ無線電源システムを備える，本発明の別の実施例を図
２８に示す。無線電源システム７１０は，１次コイル７１６と，１次共振コイル７１７と
，中間磁気シールド７２０とを備えた無線電源７１２を含んでもよい。中間磁気シールド
７２０は，無線電源７１２とは異なる個別エンティティ７３０に付属させてもよいし，統
合してもよい。この実施例の遠隔装置７１４は，２次コイル７２４と，２次共振コイル７
２５と，磁石７２６と，電子負荷７２２とを含んでもよい。共振コイルは一般に周知であ
り，したがって詳細には説明しない。使用中，１次コイル７１６が１次共振コイル７１７
を励磁し，次に１次共振コイルが，２次共振コイル７２５と結合してエネルギを転送する
ための電磁界を発生させることを説明すれば十分である。２次共振コイル７２５は次に，
２次コイル７２４と結合して電流を誘起する電磁界を発生させる。図２５の実施例と，図
２８の実施例との一つの違いは，図２８の実施例はコイルとシールドとの間にいくらかの
間隔を含むことである。
【００６０】
　シールドを，無線電源とは別の個別エンティティの上又は内部に配置することは，ほか
の実施例においても同様に可能である。例えば図１において，中間シールド２０を誘導無
線電源から取り除き，代わりに図２８に示した個別エンティティの一部としてもよい。中
間シールドを無線電源から遠く，特に１次コイルから離しておくことは有用である。個別
エンティティが中間シールドを搭載するようにすることは，シールドを外部に露出するこ
となく，遠隔装置により近くすることができる。さらに，シールドが個別エンティティに
付属するか，統合されているため，シールドは依然として外力から保護される。一つの実
施例においては，個別エンティティは，天板，テーブル，又は遠隔装置を表面に隣接して
置くことができる本質的に任意のほかの表面のような表面である。表面は一般に，Ｆｏｒ
ｍｉｃａ（登録商標），木製薄板（ｗｏｏｄ　ｖｅｎｎｅｒ）又はほかの積層物のような
任意の通常の表面材でできたものであってよい。中間シールドは，製造中に表面と統合し
てもよいし，表面を取り付ける際に取り付けてもよい。面７３０内の中間シールドの位置
は，１コイルと中間シールドとの間の距離を規定する。図２８に示すとおり，中間シール
ドは表面の上近くに配置してもよい。これによってシールドは装置の近くに保たれるが，
消費側は露出せず，材料は保護される。さらに，この構成によって，中間シールドを１次
コイル７１７から離して配置でき，このことはいくつかの状況においては望ましいことが
ある。
【００６１】
　本発明の代替実施例を図２６に示す。この実施例においては，無線電源システム５１０
は，楕円形１次コイル５１６と，楕円形１次コイル５１６の全長の上に配置された中間シ



(27) JP 5902693 B2 2016.4.13

10

20

30

40

50

ールと５２０とを備えた無線電源５１２を含む。図２６は特定サイズの楕円形コイルを示
しているが，コイルのサイズは，その長さも含めて，応用ごとに異なってもよい。例えば
，楕円形１次コイルは，机又はほかの作業面の全長に沿って伸びるのに十分な長さのもの
であってよい。図２６の実施例において，遠隔装置５１４は２次コイル５２４を含み，中
間シールド５２０を選択的に飽和させる磁石５２６は，２次コイル５２４に隣接する位置
にある。中間シールド５２０は，シールド内に開口部を形成するために飽和させることが
できる領域だけを除いて，シールド５２０の全長に沿う磁界をほとんど阻止する。
【００６２】
　中間シールド５２０及び１次楕円形コイル５１６のいくつかの追加図面を図２９Ａ及び
２９Ｂに示す。図２９Ａは無線電源５１２の透視図及び上面図であって，中間シールドは
隠れており，楕円形１次コイル５１６は見えている。任意選択の補助シールド５２８は，
１次楕円形コイルの下に伸びている。図２９Ｂは無線電源５１２の透視図及び上面図であ
り，中間シールドは示されており，１次楕円形コイル５１６は陰線で示されている。任意
選択の補助シールド５２８は１次楕円形コイルの下に伸びている。
【００６３】
　図２６は，遠隔装置５１４内の磁石５２６を用いて中間シールド５２０内に開口部を選
択的に開くが，システムは代替として，無線電源内の電磁石を用いて開口部を発生させて
もよい。図２７は，中間シールド６２０を選択的に飽和させるために楕円形１次コイル６
１６及び複数の電磁石６２６を含む無電電源６１２を備える代替無線電源システム６１０
を示している。この実施例において，遠隔装置６１４は２次コイル６２４を含むが，磁石
は含まない。電磁石６２６は２次コイル６２４の位置と整列して励磁され，シールド６２
０を飽和させ，誘導電力転送を可能にする。電磁石６２６が個別に励磁してもよいし，一
緒に励磁してもよい。例えば，複数の電磁石を，１を超える遠隔装置に電力を供給するよ
うに励磁してしてもよいし，単一の電磁石で可能なものより大きな開口部を生成するよう
に励磁してもよい。例えば，図２７に示す構成において，図示した位置にある遠隔装置６
１４に電力を供給するために開口部を開くように４個の一まとめにした電磁石６２６を励
磁することが望ましいことがある。
【００６４】
　図３０Ａ～Ｂに示す一つの実施例においては，電磁石は１次楕円形コイルの中心に沿っ
て配置されている。図３０Ａは無線電源６１２の透視図及び上面図であって，中間シール
ドは隠れており，ＤＣ電磁石６２６及び楕円形１次コイル６１６は見えている。任意選択
の補助シールド６２８は，１次楕円形コイル及び電磁石の下に伸びている。図３０Ｂは無
線電源６１２の透視図及び上面図であって，中間シールドは示されており，ＤＣ電磁石６
２６及び１次楕円形コイル６１６は陰線で示されている。任意選択の補助シールド６２８
は１次楕円形コイルの下に伸びている。図３０Ａ～Ｂに示した構成においては，電磁石の
近傍に配置された遠隔装置に電力を供給するために，開口部を開くために，１又は複数の
電磁石６２６を励磁することが望ましいことがある。
【００６５】
　上述のとおり，本発明は要求に応じて磁気シールドを貫通して窓を開いて磁界（例えば
，電力又は通信）が透過するようにし，一方，この窓を要求に応じて閉じることができる
能力を提供する。本発明は金属筐体に用いることができ，開口部が走査及びＥＭＰに対す
るセキュリティを保持できる，より高信頼のカバー及び更に機能的な筐体を可能にする。
【００６６】
　本発明はまた，無線電力（又はほかの磁界）が放射できる領域を最小化する能力も提供
する。これによって，完全にシールドされたかごが無線電力電子回路を囲み，無線電力転
送（又は，通信のような磁界によって実行されるほかの機能）に必要なかごの領域だけを
開くことを可能にする。例えば，本発明の原理は，システムをシールドすることによって
無線電力装置の放射露出を制限すると共に，電力転送に必要なとき及び場所に開口部を可
能にするために使用することができる。
【００６７】
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　高察のとおり，本発明は磁界が選択的に電磁界経路を通過できるようにする機構を提供
する。この観点から，本発明は，領域ごとに電磁界の流れを選択的に活性化，不活性化す
る機構を提供する。したがって，本発明は，磁石又はほかの磁界源によってバイアスされ
る磁気電力スイッチを備える能力を提供する。
【００６８】
　ほかの潜在的応用は軍用車両の車体（ｈｕｌｌ）にある。ここで説明したシールド材料
及び技術は，ＥＭＩ／ＲＦＩを制限し，ＥＭＣを強化するために用いることができる。こ
れらの特徴は可搬型電子回路において実現されるだけでなく，磁界伝達を伴う本質的に任
意の応用においてもそうである。航空機，無人機又は潜水艦の機体・船体における金属を
透過する電力の転送は，本発明の潜在応用の例である。例えば，電力源及び車両の車体は
シールドされるが，開口部はシールド内に容易に開くことができ，電力転送のために双方
の面に開口部を形成し，又は通信のような磁界によって実行されるほかの機能を実行する
ことができる。いくつかの応用において，本発明の選択的シールドの原理は，一定種別の
ＥＭＰに対抗して保護するが，局所領域において選択的に開くことができ，電力転送及び
無線通信のような種々の目的で，電磁界の流入を制御することができるようにする。
【００６９】
　上記の説明は，本発明の現実施例についてのものである。本願請求項に規定された本発
明の精神及び広範な態様から逸脱することなく，種々の代替及び変更を行ってもよい。本
願請求項は，均等論を含む特許法の原理に従って解釈すべきである。本明細書は説明のた
めに呈示されたものであり，本願発明のすべての実施例の徹底的な説明として，又はこれ
らの実施例に関係して図示若しくは説明した特定の要素に請求項の範囲を限定するものと
して解釈することは望ましくない。例えば，制限なしに，説明した本発明の個別要素は，
実質的に類似の機能を提供するか，又は別様に適切な動作を提供する代替要素によって置
き換えてもよい。例えばこのことは，現在当業者が知っているかも知れない現在既知の代
替要素と，開発の際に当業者が代替物として認識するかも知れない，将来開発されるかも
知れない代替要素と，を含む。さらに，開示した実施例は，共に説明した，協同して一群
の利点を提供するかも知れない複数の特徴を含む。本発明は，請求項において明確に言及
した場合を除き，これらの特徴のすべてを含むか，言及した利点のすべてを提供する実施
例だけに限定されるものではない。例えば，「一つの（ａ／ａｎ）」，「この（ｔｈｅ）
」又は「前記（ｓａｉｄ）」の用語を使用した単数の請求項の要素のいかなる参照も，当
該要素を単数に限定するものととらえてはならない。
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